
費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業（一般） 都道府県名 北海道 地区名 雄武中央

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 25,565,615 千円

年 効 用 ② 1,237,516 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 53 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0472
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 26,218,559 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.02

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

用水施設整備に伴う収量増農作物の生産量 作物生産効果 375,381 千円
対象作物：牧草の増加

作物収量増に伴い、家畜が増頭初妊牛販売額向上効 33,467 千円
することによる販売額の増果

用水機能が向上し、ほ場の作業営農経費の節減 営農経費節減効果 741,738 千円
効率が高まることによる労働時
間の短縮や機械経費の節減
対象作物：牧草

用水路整備に伴う施設の維持管維持管理費節減効果 △ 26,672 千円
理費の増
対象施設：農業用用水路

関連事業による効果地域の生活環境 公共施設保全効果 46,343 千円
（工事用道路としての林道整備の保全・向上
・拡幅による地域の利便性の確
保）



項目 年効果額 効果の内容

関連事業による効果地域の生活環境 地域用水効果 618 千円
（配水調整池・給水栓を利用すの保全・向上
ることによる防火施設設置費用
の節減）

関連事業による効果水辺環境整備効果 66,641 千円
（ダム堤体への植生工など環境
に配慮した施設整備による水辺
環境の保全）

計 1,237,516 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業（一般） 都道府県名 青森県 地区名 岩木川左岸３期

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 54,520,000 千円

年 効 用 ② 4,205,889 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 3,363,011 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 33 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0706
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 56,210,487 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.03

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

転作作物面積の増加に伴う収益農作物の生産量 作物生産効果 1,397,314 千円
の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆等

農業用排水施設の改修に伴う水営農経費の節減 営農経費節減効果 181,358 千円
管理費の節減
対象作物：水稲

農業用排水施設の改修に伴う水維持管理費節減効果 343,570 千円
管理費の節減
対象施設：農業用用排水路、揚
水機

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 2,211,735 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農業用用排水路、揚の維持
水機

社会的要請による水路への防護地域の生活環境 安全性向上効果 71,912 千円
柵の設置による安全性の向上の保全・向上
対象施設：農業用用水路

計 4,205,889 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業（一般） 都道府県名 新潟県 地区名 三面川左岸１期

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 9,034,321 千円

当該事業による費用 ② 1,829,401 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 7,204,920 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 53 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 11,746,097 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.30

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場作物生産効果 575,353 千円
合での農作物生産量が増減する効果

対象作物：水稲、大豆、そば等

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場営農経費節減効果 △ 32,358 千円
合での営農経費が増減する効果

対象作物：水稲、大豆、そば等

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場維持管理費節減効果 △ 5,972 千円
合での維持管理費が増減する効果

対象施設：頭首工、農業用用水路、水管理改良施設

計 537,023 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業（一般） 都道府県名 新潟県 地区名 信濃川右岸１期

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 60,611,270 千円

当該事業による費用 ② 2,153,871 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 58,457,399 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 54 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 70,627,813 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.17

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場作物生産効果 3,551,328 千円
合での農作物生産量が増減する効果

対象作物：水稲、大豆、だいこん等

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場営農経費節減効果 △ 123,193 千円
合での営農経費が増減する効果

対象作物：水稲、大豆、だいこん等

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場維持管理費節減効果 △ 88,296 千円
合での維持管理費が増減する効果

対象施設：農業用用水路

計 3,339,839 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 流域水質保全機能増進事業 都道府県名 新潟県 地区名 亀田郷第２
（１期）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 1,939,759 千円

年 効 用 ② 127,833 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 34 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0564
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,266,542 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.16

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

農業用排水路の整備による土地農作物の生産量 作物生産効果 38,956 千円
利用の向上及び単収の増加の増加
対象作物：水稲、えだまめ、ね
ぎ等

農業用排水路の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 22,137 千円
時間の短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、えだまめ、ね
ぎ等

農業用排水路の改修に伴う施設維持管理費節減効果 14,201 千円
の維持管理費の節減
対象施設：農業用排水路、揚水
機

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 52,539 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農業用排水路の維持

計 127,833 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 新農業水利システム 都道府県名 熊本県 地区名 上井手
保全整備事業

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 5,706,418 千円

当該事業による費用 ② 816,341 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 4,890,077 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 55 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 13,139,097 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 2.30

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場作物生産効果 122,578 千円
合での農作物生産量が増減する効果

対象作物：水稲、にんじん、さといも等

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場営農経費節減効果 △ 20,586 千円
合での営農経費が増減する効果

対象作物：水稲、にんじん、さといも等

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場維持管理費節減効果 △ 9,797 千円
合での維持管理費が増減する効果

対象施設：農業用用排水路、水管理改良施設

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場災害防止効果 100,743 千円
合での災害による被害額が増減する効果

対象施設：農業関連資産、公共資産、一般資産

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場水源かん養効果 445,252 千円
合での地下水の利用可能量が増減する効果

計 638,190 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地域水田農業支援排水 都道府県名 熊本県 地区名 大河州
対策特別事業

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 1,890,000 千円

年 効 用 ② 166,210 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 10,000 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 24 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0669
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,474,454 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.30

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

農業用排水施設の整備による単農作物の生産量 作物生産効果 99,355 千円
収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、きゅう
り等

農業用排水施設の整備による施営農経費の節減 維持管理費節減効果 5,459 千円
設の維持管理費の節減
対象施設：農業用排水路、排水
機

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 61,396 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農業用排水路、排水の維持
機

計 166,210 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業（一般） 都道府県名 沖縄県 地区名 北振

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 6,833,468 千円

年 効 用 ② 346,523 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 47 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0490
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 7,071,898 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.03

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による農作物の生産量 作物生産効果 70,274 千円
単収の増加の増加
対象作物：さとうきび、ばれい
しょ、パパイヤ

畑地かんがい施設の整備による営農経費の節減 営農経費節減効果 94,920 千円
労働時間の短縮や機械経費の節
減
対象作物：さとうきび、ばれい
しょ、パパイヤ

畑地かんがい施設の整備による維持管理費節減効果 △ 7,895 千円
施設の維持管理費の増加
対象施設：農業用用水路

排水施設の整備に伴う農用地、施設更新による 災害防止効果 158,530 千円
農業施設等の被害防止災害防止
対象施設：農業用用水路

農業用排水路の整備に伴い、浸地域の生活環境 水辺環境整備効果 30,694 千円
透池の設置等行うことによる水の保全・向上
辺環境の保全
対象施設：農業用用水路

計 346,523 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 青葉

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 2,317,982 千円

年 効 用 ② 143,831 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 102,838 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 42 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0511
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,711,859 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.16

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収農作物の生産 作物生産効 16,967 千円
の増加量の増加 果
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、てんさい、キ
ャベツ

ほ場の排水性の改善や大区画化等による労働時間の営農経費の節 営農経費節 19,098 千円
短縮や機械経費の節減減 減効果
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆、てんさい、キ
ャベツ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維持管理維持管理費 22,217 千円
費の節減節減効果
対象施設：用水路、揚水機場、排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持施設更新によ 更新効果 77,206 千円
対象施設：用水路、揚水機場、排水路る従前の農業

生産の維持

関連である国営事業で計上している左記の効果につ地域の生活環 安全性向上 1,660 千円
いて、水比で効果計上境の保全・向 効果
対象施設：用水路上

関連である国営事業で計上している左記の効果につ公共施設保 6,683 千円
いて、水比で効果計上全効果
対象施設：用水路

計 143,831 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 杵臼(北部)

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 9,583,354 千円 杵臼地区として算定

年 効 用 ② 732,019 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 368,950 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 42年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） 0.0511

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 13,956,275 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.45

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産 作 物 生 産 効 果 62,064 圃場条件改善による収量増等
量の増加

荷痛み防止効果 1,326 路面舗装による輸送作物荷痛み防止

防 じ ん 効 果 1,270 路面舗装による防塵被害改善

営農経費の節 営農経費節減効果 120,714 圃場条件改善による作業経費節減
減

維持管理費節減効果 用排水施設改善による維持管理費の節減188,465

走行経費節減効果 7,967 車輌走行性改善による経費節減

生活環境整備 237 一般車輌における走行性改善による一般交通等走行経費節減

経費節減効果

安全性向上効果 6,037 国営道央地区の関連効果を計上

施設更新によ 用排施設・農道の施設更新による
る従前の農業 更 新 効 果 318,393 機能保全
生産の維持

地域資源保全 公共施設保全効果 24,312 国営道央地区の関連効果を計上
・向上効果

景観保全効果 水辺環境整備効果 1,234 国営道央地区の関連効果を計上

計 732,019



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 大沼北

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 2,102,036 千円

当該事業による費用 ② 1,181,747 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 920,289 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 45 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 4,134,116 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.96

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場作物生産効果 176,705 千円
合での農作物生産量が増減する効果
対象作物：水稲、小麦、にんじん、たまねぎ、すい
か、メロン

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場品質向上効果 5,754 千円
合での作物の品質が向上する効果
対象作物：水稲

排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場営農経費節減効果 34,417 千円
合での営農経費が増減する効果
対象作物：水稲、小麦、にんじん、たまねぎ、すい
か、メロン

用排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった維持管理費節減効果 △514 千円
場合での維持管理費が増減する効果
対象施設：用水路、排水路

計 216,362 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 岩手 地区名 南下幅北部

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総事業費 ① 2,959,950 千円

年総効果額 ② 167,045 千円/年

廃用損失額 ③ 28,758 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 43 年

総合耐用年数に応じた効用から総便還元率×(1+建設利息率） ⑤ 0.0510

益を算定するための係数

妥当投資額 ⑥=②÷⑤-③ 3,246,634 千円

総費用総便益比 ⑦＝⑥÷① 1.09

２．年総効果額の総括

効果項目 年総効果額 効果の要因

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収作物生産効果 12,297 千円

の増加

対象作物：水稲、大豆、りんどう、枝豆、ピーマ

ン、牧草等

ほ場の大区画化、排水改良等に伴うほ場条件の改善営農経費節減効果 98,055 千円

による労働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

農道及び農業用用排水施設の新設・改修に伴う維持維持管理費節減効果 8,424 千円

管理費の節減

対象施設：用排水路、頭首工等

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持更新効果 48,269 千円

対象施設：用排水路、頭首工等

千円

計 167,045 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 岩手 地区名 都鳥（３期）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総事業費 ① 5,070,786 千円

年総効果額 ② 298,995 千円/年

廃用損失額 ③ 43,488 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 40 年

総合耐用年数に応じた効用から総便還元率×(1+建設利息率） ⑤ 0.0521

益を算定するための係数

妥当投資額 ⑥=②÷⑤-③ 5,695,380 千円

総費用総便益比 ⑦＝⑥÷① 1.12

２．年総効果額の総括

効果項目 年総効果額 効果の要因

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収作物生産効果 17,912 千円
の増加

対象作物：水稲、大豆、ピーマン、牧草、きゅう

り、トマト

ほ場の大区画化、排水改良等に伴うほ場条件の改善営農経費節減効果 149,922 千円
による労働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

農道及び農業用用排水施設の新設・改修に伴う維持維持管理費節減効果 35,546 千円
管理費の節減

対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持更新効果 95,413 千円
対象施設：用排水路、道路

換地手法を用いて計画的かつ円滑に非農用地を創設非農用地創設効果 202 千円
することによる経費の節減

対象：施設用地

計 298,995 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城 地区名 新井田南部

１．総費用総便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総事業費 ① 1,210,000 千円

年総効果額 ② 101,801 千円

廃用する施設の現存価値廃用損失額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 34 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0561

便益を算定するための係数建設利息率）

総便益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,814,635 千円

費用便益比 ⑦＝⑥÷① 1.49

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収作物生産効果 7,159 千円
の増加

対象作物：水稲、大豆、牧草、きゅうり、キャベ

ツ、ほうれん草、馬鈴薯、なす

ほ場の大区画化、排水改良等に伴うほ場条件の改善営農経費節減効果 64,887 千円
による労働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

農道及び農業用用排水施設の新設・改修に伴う維持維持管理費節減効果 10,087 千円
管理費の節減

対象施設：揚水機場、用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持更新効果 19,668 千円
対象施設：揚水機場、用排水路

計 101,801 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮城 地区名 東小松

１．総費用総便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総事業費 ① 1,314,000 千円

年効用 ② 76,235 千円

廃用する施設の現存価値廃用損失額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 40 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0521

便益を算定するための係数建設利息率）

総便益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,463,244 千円

費用便益比 ⑦＝⑥÷① 1.11

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収作物生産効果 5,307 千円
の増加

対象作物：水稲、大豆、大麦、未成熟ﾄｳﾓﾛｺｼ、馬鈴

薯、ねぎ、白菜、レタス

ほ場の大区画化、排水改良等に伴うほ場条件の改善営農経費節減効果 54,240 千円
による労働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、麦、大豆

農道及び農業用用排水施設の新設・改修に伴う維持維持管理費節減効果 8,495 千円
管理費の節減

対象施設：揚水機場、用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持更新効果 8,193 千円
対象施設：揚水機場、用排水路

計 76,235 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田 地区名 強首（２期）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総事業費 ① 7,257,600 千円

年総効果額 ② 586,045 千円/年

廃用損失額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 42 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×(1+建設 ⑤ 0.0511
便益を算定するための係数利息率）

妥当投資額 ⑥=②÷⑤-③ 11,468,591 千円

総費用総便益比 ⑦＝⑥÷① 1.58

２．年総効果額の総括

効果項目 年総効果額 効果の要因

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収作物生産効果 65,595 千円
の増加

対象作物：水稲、大豆、枝豆、アスパラガス等

ほ場の大区画化、排水改良等に伴うほ場条件の改善営農経費節減効果 411,160 千円
による労働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

農道及び農業用用排水施設の新設・改修に伴う維持維持管理費節減効果 60,901 千円
管理費の節減

対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持更新効果 45,945 千円
対象施設：用排水路、道路

将来国土調査を行う予定であるが本事業を実施した地籍確定効果 2,444 千円
場合に行う換地作業により地籍が明確となる効果

計 586,045 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 秋田 地区名 南外中央

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,430,233 千円

当該事業による費用 ② 1,219,602 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 210,631 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 2,647,730 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.85

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

区画整理を実施した場合と実施しなかった場合での作物生産効果 59,379 千円

農作物生産量が増減する効果

対象作物：水稲、大豆、枝豆、カボチャ、トマト、

ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ、ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ、白菜、キャベツ

区画整理を実施した場合と実施しなかった場合での営農経費節減効果 85,181 千円

営農経費が増減する効果

対象作物：水稲、大豆、枝豆、カボチャ、トマト等

区画整理を実施した場合と実施しなかった場合での維持管理費節減効果 △9,297 千円

維持管理費が増減する効果

対象施設：揚水機場、用排水路、道路

事業実施により農作業環境が変化し、営農に係る労農業労働環境改善効果 3,625 千円

働が質的に改善される効果

対象施設：防除作業、水管理

換地手法を用いて計画的かつ円滑に非農用地を創設非農用地等創設効果 355 千円

することによる経費の節減

対象：施設用地

計 139,243 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 山形 地区名 上 野

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,086,819 千円

当該事業による費用 ② 957,755 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 129,064 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 45 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 1,252,126 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.15

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

区画整理を実施した場合と実施しなかった場合での作物生産効果 31,965 千円

農作物生産量が増減する効果

対象作物：水稲、大豆、そば、にら、ねぎ、たらの

芽、飼料作物

区画整理を実施した場合と実施しなかった場合での営農経費節減効果 37,001 千円

営農経費が増減する効果

対象作物：水稲、大豆、そば、にら、ねぎ

区画整理を実施した場合と実施しなかった場合での維持管理費節減効果 △4,202 千円

維持管理費が増減する効果

対象施設：揚水機場、用排水路 、道路

区画整理を実施した場合と実施しなかった場合での耕作放棄地防止効果 355 千円

耕作放棄地による農作物生産量が増減する効果

対象作物：水稲、大豆、そば、にら、ねぎ、たらの

芽、飼料作物

計 65,119 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島 地区名 長 峰

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総事業費 ① 2,562,000 千円

年総効果額 ② 153,317 千円/年

廃用損失額 ③ 421 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 38 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×(1+建設利 ⑤ 0.0533
便益を算定するための係数息率）

妥当投資額 ⑥=②÷⑤-③ 2,876,071 千円

総費用総便益比 ⑦＝⑥÷① 1.12

２．年総効果額の総括

効果項目 年総効果額 効果の要因

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収の増加作物生産効果 6,965 千円
対象作物：水稲、小麦、トマト、カボチャ、にら等

ほ場の大区画化、排水改良等に伴うほ場条件の改善による営農経費節減効果 108,375 千円
労働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲

農道及び農業用用排水施設の新設・改修に伴う維持管理費維持管理費節減効果 7,995 千円
の節減

対象施設：用排水路、道路、ダム、頭首工

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持更新効果 28,231 千円
対象施設：用排水路、道路、ダム、頭首工

基盤整備に伴い付随的に埋蔵文化財が具現化されると共文化財発見効果 1,224 千円
に、発掘調査により文化的価値が明確となる効果

関連事業の補償工事に伴い補償対象施設の耐用年数が増加公共施設保全効果 306 千円
し、当該地域の利便性が付随的に向上する効果

農業用排水路の一部を自然動物の生息環境に配慮した水路水辺環境整備効果 221 千円
とすることによる水辺環境保全効果

対象施設：農業用排水路

計 153,317 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島 地区名 経 沢

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総事業費 ① 1,083,000 千円

年総効果額 ② 61,173 千円/年

廃用損失額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 36 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×(1+建設利 ⑤ 0.0546

便益を算定するための係数息率）

妥当投資額 ⑥=②÷⑤-③ 1,120,385 千円

総費用総便益比 ⑦＝⑥÷① 1.03

２．年総効果額の総括

効果項目 年総効果額 効果の要因

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収作物生産効果 7,765 千円
の増加

対象作物：水稲、大豆、トマト、ほうれん草、ｱｽﾊﾟ

ﾗｶﾞｽ

ほ場の大区画化、排水改良等に伴うほ場条件の改善営農経費節減効果 47,420 千円
による労働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲

農道及び農業用用排水施設の新設・改修に伴う維持維持管理費節減効果 119 千円
管理費の節減

対象施設：用排水路、道路、調整池

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持更新効果 5,869 千円
対象施設：用排水路、道路

計 61,173 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福島 地区名 倉 楢

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総事業費 ① 1,157,000 千円

年総効果額 ② 85,575 千円/年

廃用損失額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 42 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×(1+建設 ⑤ 0.0511

便益を算定するための係数利息率）

妥当投資額 ⑥=②÷⑤-③ 1,674,658 千円

総費用総便益比 ⑦＝⑥÷① 1.44

２．年総効果額の総括

効果項目 年総効果額 効果の要因

水田の排水改良等による転作作物の面積拡大や単収作物生産効果 5,648 千円

の増加

対象作物：水稲､大豆､そば、りんどう、ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽ等

ほ場の大区画化、排水改良等に伴うほ場条件の改善営農経費節減効果 61,373 千円

による労働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲

農道及び農業用用排水施設の新設・改修に伴う維持維持管理経費節減効果 △ 472 千円

管理費の節減

対象施設：用排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の維持更新効果 8,209 千円

対象施設：用排水路、道路

基盤整備に伴い付随的に埋蔵文化財が具現化されると共文化財発見効果 10,772 千円
に、発掘調査により文化的価値が明確となる効果

農業用排水路の一部を自然動物の生息環境に配慮し水辺環境整備効果 45 千円

た水路とすることによる水辺環境保全効果

対象施設：農業用排水路

計 85,575 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 千葉県 地区名 篠 本 新 井

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

関連事業あり総 事 業 費 ① ４，２６２，０００千円

年 効 用 ② ２６４，２２３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４，３７４，５５３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の暗渠排水等による転作作物農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ２１，１９４
の面積拡大や干害防止による単収増加
の増加
対象作物：水稲,大豆,小麦,飼料
作物等

ほ場の大区画化による労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 ２１６，１１０
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲,大豆,小麦

農業用用排水施設等の改修・統廃維持管理費節減効果 △４，０７４
合に伴う施設の維持管理費節減
対象施設：排水機,農業用用排水
路,農道

老朽化した施設の更新による従前施設更新による従 更 新 効 果 ２５，６４０
の農業生産の維持前の農業生産の維
対象施設：排水機,農業用排水路持

農業用排水路へのガードレール設地域の生活環境の 安 全 性 向 上 効 果 １，０５６
置による安全性の向上保全・向上
対象施設：農業用排水路

埋蔵文化財が具現化されるととも文 化 財 発 見 効 果 １，７５４
に、文化的価値が明確になり、貴
重な文化遺跡が後世に継承される

区画が整形化され、換地事業によ地 籍 確 定 効 果 ２，５４３
り地籍が明確になる効果

計 ２６４，２２３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 静岡県 地区名 山 崎

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０２３，０００千円

年 効 用 ② ７４，３００千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２８ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６２４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１９０，７０５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理の合理化および水田の暗渠農作物の生産量の 作 物 生 産 効 果 ９，２０４
排水による転作作物の面積拡大や増加
単収の増加
対象作物：水稲,レタス

パイプライン化におけるかん水管営農経費の節減 営農経費節減効果 １０，５８８
理時間の短縮およびほ場条件の改
善(乾田化)による労働時間の短縮
や機械経費の節減
対象作物：水稲,レタス

農業用用水施設等の改修・新設に維持管理費節減効果 ２５，９５２
伴う施設の維持管理費節減
対象施設：揚水機,農業用用水路

老朽化した施設の更新による従前施設更新による従 更 新 効 果 ２８，５５６
の農業生産の維持前の農業生産の維
対象施設：揚水機,農業用用水路持

計 ７４，３００



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟 地区名 道上 （１期）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，１１０，６４０千円

年 効 用 ② １２２，０５２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １５，７６９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，１９１，３２０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、暗渠排水等によ農作物の生産量 作物生産効果 １４，１６３
る転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、えだまめ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ９１，２１３
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆、えだまめ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 △１，０３４
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、農道、
揚水機場

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １４，６５２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

付け替えた施設の耐用年数が増加す地域資源の保全 公共施設保全効果 ２，９０３
ることにより付随的に向上する効果・向上
対象施設：橋梁、揚水機場、桶管等

用排水施設を親水性等環境に配慮し地域の生活環境 水辺環境整備効果 １５５
た施設にすることによる水辺環境がの保全・向上
保全、創造される効果
対象施設：排水路

計 １２２，０５２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 新潟 地区名 潟（５期）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７，５７６，２２９千円

年 効 用 ② ４３９，５８６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７，９４９，１０７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、暗渠排水等によ農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４６，８８３
る転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、えだまめ、
ねぎ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ３５６，７８６
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆、えだまめ、
ねぎ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 △１，７７７
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、農道、
揚水機場

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３３，７２８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路、の維持
揚水機場

換地手法を用いて計画的かつ円滑に地域の生活環境 非農用地創設効果 １，１２６
非農用地を創設することによる経費の保全・向上
の節減
対象：施設用地、道路用地

区画が整形化され換地事業により地地 積 確 定 効 果 ２，８４０
籍が明確になる効果
対象区域：地区全域

計 ４３９，５８６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 石川県 地区名 滝尾南部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，５７６，５７５千円

年 効 用 ② １０２，４０７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，７４４，５８３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、暗渠排水等によ農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １０，５４５
る畑作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ６３，８７８
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ２，５２８
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２３，９４８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路の維持

区画が整形化され、換地事業により地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 ８５６
地籍が明確になる効果の保全向上
対象区域：地区全域

水路の一部を魚類の生息に配慮した水辺環境整備効果 ６５２
整備を行うことにより、水辺環境が
保全、創造される効果
対象施設：排水路

計 １０２，４０７



費用対効果分析に関する説明資料

下舌・上黒谷(２期)事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福井県 地区名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６８０，０００千円

年 効 用 ② １０３，３０２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８１５，５０１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、暗渠排水等によ農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５，７６０
る転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大麦、大豆、

さといも、だいこん

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ３４，１８３
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大麦、大豆、

さといも、だいこん

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ２８，６１７
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、農道

揚水機、溜池

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３４，２９０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、農道、揚水機の維持

動植物の生息に配慮した整備を行う地域の生活環境 水辺環境整備効果 １７３
事により、水辺環境が保全、創造さの保全・向上
れる効果
対象施設：排水路

区画が整形化され換地事業により地地 籍 確 定 効 果 ２７９
籍が明確になる効果
対象区域：地区全域

計 １０３，３０２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 福井県 地区名 和田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０５０，０００千円

年 効 用 ② ６４，０５５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １８，０００千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３３年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１０７，７４７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

暗渠排水 客土等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４，００３ 、
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大麦、そば、ｷｭｳﾘ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ３４，７３６
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大麦

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １，９６１
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、農道、
揚水機場、ため池

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２２，４６３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、農道の維持

ビオトープ及び排水施設を魚類の生地域の生活環境 水辺環境整備効果 ７５２
態系に配慮した施設にすることによの保全・向上
り水辺環境が保全、創造される効果
対象施設：ビオトープ

区画が整形化され換地事業により地地域資産の保全 地 積 確 定 効 果 １４０
籍が明確になる効果・向上
対象区域：地区全域

計 ６４，０５５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 奈良県 地区名 山陰

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９９３，４００千円

年 効 用 ② ６６，２５９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２９６，６５４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農産物の生産量 作物生産効果 水田の排水改良等による転作
の増加 作物の面積拡大や単収の増加

７９２ 対象作物：水稲、なす、きゅ
うり、小麦

営農経費の節減 営農経費節減効果 ほ場の大区画化による労働時
間の短縮や機械経費の節減

４６，８２０ 対象作物：水稲、なす、きゅ
うり、トマト、小麦

維持管理費節減効果 用排水施設の改修、統廃合に
伴う施設の維持管理費の節減

１，９３１ 対象施設：道路・用水路・排
水路

地籍確定効果 区画が整形化され、地籍が明
４６９ 確になる効果

文化財発見効果 文化財の発見により地域で利
１６，２４７ 用・継承しうる資源・資産の

保存効果

計 ６６，２５９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 南 尾 迫

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 2,444,400 千円

年 効 用 ② 143,726 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 319 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 35 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0553
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,598,705 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.06

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

整備による生産性の向上による施設農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 19,576
園芸作物の規模拡大、水田の用排水の増加
改良等による単収の増加

対象作物：水稲、ナス、メロン等

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 60,417
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、ナス、メロン等

農道、用排水施設等の改修、統廃合維持管理費節減効果 △1,594
に伴う施設の維持管理費の節減

対象施設：揚水機、用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 59,725
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：道路、用水路、揚水機、排水路の維持

文化財発掘調査を行うことにより文地域の生活環境 文化財発見効果等 3,468
化的価値の明確化等の保全・向上

安全施設を設置することにより、道安 全 性 向 上 効 果 1,356
路通行の安全性が向上する。

換地を行うことにより、付随的に地地 籍 確 定 効 果 778
籍が明確になることが明確になる。

計 143,726



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 豊川南部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 2,557,000 千円

年 効 用 ② 149,862 千円

廃 用 損 失 額 ③ 25,332 千円

総合耐用年数 ④ 35 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0553
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,684,650 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.04

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 11,549
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、ｷｬﾍﾞﾂ、ﾒﾛ

ﾝ、ﾄﾏﾄ、小麦、ｲﾀﾘｱﾝﾗｲｸﾞﾗｽ

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 69,992
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、ｲﾀﾘｱﾝ

ﾗｲｸﾞﾗｽ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 2,556
施設の維持管理費の節減

対象施設：用排兼用水路、ｹﾞｰﾄ、揚

水機、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 65,765
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、ｹﾞｰﾄ、取水施の維持
設、道路

計 149,862



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 烏 帽 子

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,365,000 千円

年 効 用 ② 83,091 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 30 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0597
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,391,809 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.01

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 23,935
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、イチゴ、ミニトマ

ト、トマト、ソルゴ、メロン、

イタリアンライグラス、小麦

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 37,660
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、イチゴ、ミ

ニトマト、トマト、ソルゴ、小

麦、メロン、イタリアンライグ

ラス、さといも

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 6,559
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 14,937
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 83,091



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 多良木第一

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,367,100 千円

年 効 用 ② 90,213 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 57,325 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 31 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0591
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,469,122 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.07

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 15,915
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、葉たばこ、ｲﾀﾘｱﾝﾗｲ

ｸﾞﾗｽ

暗渠排水整備に伴う水田の排水改良営農経費の節減 営農経費節減効果 19
による労働時間の短縮や機械経費の

節減

対象作物：ﾄｳﾓﾛｺｼ、ｲﾀﾘｱﾝﾗｲｸﾞﾗｽ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 2,087
施設の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、道路

道路の拡幅に伴う車種構成及び車両走行経費節減効果 4,277
速度向上による走行経費の軽減

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 67,915
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

計 90,213



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 宮崎県 地区名 天神川（２期)

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 2,062,000 千円

年 効 用 ② 135,922 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 39 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0528
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,574,280 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.24

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 5,359
拡大や単収の増加の増加
対象作物：大豆、里芋、ピーマン、きゅ

うり、トマト

ほ場の中区画化による労働時間の短縮や営農経費の節減 営農経費節減効果 99,819
機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、里芋、ピーマ

ン、きゅうり、トマト

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設維持管理費節減効果 4,627
の維持管理費の節減

対象施設：用水路・排水路・道路

老朽化した施設の更新による従前の農業施設更新による 更 新 効 果 21,788
生産の維持従前の農業生産
対象施設：道路、用排水路、単独水源の維持

創設換地により非農用地を創設すること地域の生活環境 非農用地等創設効果 2,493
により、用地取得の合理化・経済化を図の保全・向上
る

対象用地：河川、道路、施設用地

事業の実施に伴い発掘調査を行うことに地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 1,836
より、文化的価値が明確になり、貴重なの保全・向上
文化遺跡が後世に継承される

計 135,922



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 経営体育成基盤整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 第二新富(２期)

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,925,831 千円

年 効 用 ② 115,668 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 31 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0587
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,951,654 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.01

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

生産基盤の整備による土地利用農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 20,888
の向上及び単収の増加の増加
対象作物：水稲，きゅうり，飼

料作物等

用水施設の整備による用水作業営農経費の節減 営農経費節減効果 79,596
時間の節減

対象作物：水稲，大豆，飼料作

物等

区画整理（道路、排水路）によ維持管理費節減効果 6,715
る維持管理費の増加

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更 新 効 果 8,306
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：道路、用排水路の維持

区画整理の実施に伴い、地域の生活環境 文 化 財 発 見 効 果 163
・埋蔵文化財の文化的価値が明の保全・向上
確になる効果

計 115,668



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 新潟県 地区名 富島経営体育成基盤整備事業
（農業生産法人等育成緊急整備事業）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３１１，７０５千円

年 効 用 ② ７５，２３４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ９，５４２千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，４０１，９７８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、暗渠排水等によ農作物の生産量 作物生産効果 １１，７２０
る転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、えだまめ、さ
といも

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ６０，１００
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆、えだまめ、さ
といも
用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ８７２
施設の維持管理費の節減
対象施設：排水機場、用水路、排水
路、農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １，８３８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

区画が整形化され換地事業により地地域の生活環境 地籍確定効果 ７０４
籍が明確になる効果の保全向上
対象区域：地区全域

計 ７５，２３４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 新潟県 地区名 小平尾経営体育成基盤整備事業
（農業生産法人等育成緊急整備事業）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，１９５，１５７千円

年 効 用 ② ７９，０７１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，５９７，３９４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、暗渠排水等によ農作物の生産量 作物生産効果 ４，０３３
る転作作物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、そば、飼料作物

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ７２，８７６
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、飼料作物
用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 △６２３
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、揚水機場、排水
路、農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ２，０２２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、揚水機場の維持

換地手法を用いて計画的かつ円滑に地域の生活環境 非農用地創設効果 ２８３
非農用地を創設することによる経費の保全向上
の節減
対象：施設用地

区画が整形化され、換地事業により地籍確定効果 ４８０
地籍が明確になる効果
対象区域：地区全域

計 ７９，０７１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 富山県 地区名 北山田中部東経営体育成基盤整備事業
（農業生産法人等育成緊急整備事業）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，５７９，７３９千円

年 効 用 ② ９０，３３７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８１３，９９６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水分離、客土等による畑作物生産の量的 作物生産効果 １，０５９
作物の面積拡大や単収の増加増減に関する効
対象作物：水稲、大豆、大麦果

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費及び維 営農経費節減効果 ３７，０６４
縮や機械経費の節減持管理費の節減
対象作物：水稲、大豆、大麦

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ４４０
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、農道

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ３１，２８７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、農道の維持

生態系に配慮した整備により水辺環地域の生活環境 水辺環境整備効果 ８７
境が保全、創造される効果の保全・向上
対象施設：用水路

基盤造成で付随的に埋蔵文化財が具文化財発見効果 ２０，４００
現化され、発掘調査により文化的価
値が明確になる効果

計 ９０，３３７



費用対効果分析に関する説明資料

都道府県名 島根県 地区名 能義第二経営体育成基盤整備事業
（農業生産法人等育成緊急整備事業）事業名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，４１２，５００千円

年 効 用 ② ２２１，８３８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，９５４，３３１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３０，６３３
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、キャベツ、
たまねぎ、アスパラガス

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 １８８，６０４
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、キャベツ、
たまねぎ、アスパラガス

用排水施設等の新設、改修、統廃合維持管理費節減効果 ２，６０１
に伴う施設の維持管理費の減
対象施設：用水路、排水路、道路

計 ２２１，８３８



費用対効果分析に関する説明資料

都道府県名 島根県 地区名 美 談経営体育成基盤整備事業
（農業生産法人等育成緊急整備事業）事業名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２９１，５００千円

年 効 用 ② ９６，５４６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，６１７，１８５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２４，２６６
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、ブロ
ッコリー

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ７２，７２３
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、小麦、ブロッコリ
ー

用排水施設等の新設、改修、統廃合維持管理費節減効果 △４４３
に伴う施設の維持管理費の増
対象施設：用水路、排水路、揚水機
場、道路

計 ９６，５４６



費用対効果分析に関する説明資料

都道府県名 山口県 地区名 川西(第二)経営体育成基盤整備事業
（農業生産法人等育成緊急整備事業）事業名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，５６３，３００千円

年 効 用 ② ２８５，１３９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４，８５７，５６４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １５，９７４
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、キャ
ベツ、たまねぎ、ブロッコリー他

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５１，０２３
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、小麦、キャ
ベツ、たまねぎ、ブロッコリー他

用排水施設等の新設、改修、統廃合維持管理費節減効果 △８，２３３
に伴う施設の維持管理費の増
対象施設：用水路、排水路、用水機
場、排水機場、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２０，１２８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

排水施設の整備、新設により、農用施設更新による 災 害 防 止 効 果 ５，４２１
地、農業用施設及び一般公共施設の災害防止
湛水等被害の防止と軽減
対象施設：排水路、排水機場

排水路の一部を水生生物の生息に配地域の生活環境 水辺環境整備効果 ８２６
慮した水路とすることにより、生態の保全・向上
系が保全される効果の発現
対象施設：排水路

計 ２８５，１３９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 熊本県 地区名 迫井手経営体育成基盤整備事業

（農業生産法人等育成緊急整備事業）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,027,500 千円

年 効 用 ② 75,217 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 41 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0516
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,457,693 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.20

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 6,838
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆など

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 33,301
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、小麦、大豆など

用排水施設、道路等の改修、新設に維持管理費節減効果 △1,079
伴う施設の維持管理費の増加

対象施設：用水路、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 29,191
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、道路の維持

換地手法を用いて非農用地を円滑に地域の生活環境 非農用地等創設効果 1,826
創設し、合理的かつ経済的に用地をの保全・向上
取得できる。

埋蔵文化財調査を行うこにより文化文化財発見効果 5,140
的価値が明確になる。

計 75,217



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 北海道 地区名 女満別本郷経営体育成基盤整備事業

（地域水田農業再編緊急整備事業）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,636,323 千円

当該事業による費用 ② 1,353,839 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 282,484 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 45 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 2,951,807 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.80

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場作物生産効果 106,415 千円

合での農作物生産量が増減する効果

水 稲 、 小 麦 、 て ん さ い 、 大 豆 、 た ま ね ぎ 、 ね ぎ対象作物：

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場品質向上効果 5,466 千円

合での作物の品質が向上する効果

対象作物：水稲

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場営農経費節減効果 47,303 千円

合での営農経費が増減する効果

水 稲 、 小 麦 、 て ん さ い 、 大 豆 、 た ま ね ぎ 、 ね ぎ対象作物：

用水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場維持管理費節減効果 △353 千円

合での維持管理費が増減する効果

対象施設：用水路、農道

農道整備による車両の大型化や走行時間の短縮営農に係る走行経費節減 5,697 千円

効果

農道の整備による一般交通の時間短縮一般交通等経費節減効果 337 千円

計 164,865 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 佐賀県 地区名 杵島南部経営体育成基盤整備事業

（地域水田農業再編緊急整備事業）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,242,100 千円

年 効 用 ② 283,404 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 23 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0686
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 4,131,254 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 3.32

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

暗渠排水施設の整備により農作農作物の生産量 作物生産効果 223,414
物の湿害防止や畑作振興等が図の増加
られ生産量が増減する効果
対象作物：水稲、大豆、大麦、
小麦、たまねぎ、アスパラガス

暗渠排水施設の整備による水田営農経費の節減 営農経費節減効果 59,990
の乾田化に伴い、農作業の時間
短縮が図られ営農経費が節減さ
れる効果
対象作物：水稲、大豆、大麦、
小麦、たまねぎ

計 283,404



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 幌延
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 4,719,376 千円

年 効 用 ② 320,632 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 6,189 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 37 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0539
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 5,942,457 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.25

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

畑地かんがい施設の整備等によ農作物の生産量 作物生産効果 40,187 千円
る単収の増加の増加
対象作物：牧草

畑地かんがい施設の整備等によ営農経費の節減 営農経費節減効果 273,698 千円
る労働時間の短縮や機械経費の
節減
対象作物：牧草

畑地かんがい施設の整備による維持管理費節減効果 △ 6,531 千円
施設の維持管理費の増加
対象施設：農業用用水施設

関連事業の実施に伴い、社会的地域の生活環境 安全性向上効果 685 千円
要請に基づき安全施設を設置すの保全・向上
ることによる安全性の向上

関連事業の実施に伴い、振替道公共施設保全効果 12,482 千円
路等の更新を行うことによる地
域の利便性の確保・向上



項目 年効果額 効果の内容

関連事業により整備される施設水辺環境整備効果 111 千円
の附帯工(魚道)や施設周辺の修
景整備による水辺環境の保全

計 320,632 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 北見南
（担い手支援型・一般）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 2,437,948 千円

当該事業による費用 ② 2,034,199 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 403,749 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 6,273,042 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 2.57

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

排水施設及び農道の整備、区画整理、暗渠排水、土作物生産効果 195,640 千円
層改良並びに農用地造成を実施した場合と実施しな

かった場合での農作物生産量が増減する効果

対象作物：小麦、たまねぎ、てんさい等

農道の整備を実施した場合に農作物輸送時における品質向上効果 894 千円
荷痛みが減少する効果

対象作物：ばれいしょ､たまねぎ

排水施設の整備、区画整理、暗渠排水、土層改良及営農経費節減効果 105,673 千円
び農用地造成を実施した場合と実施しなかった場合

での営農経費が増減する効果

対象作物：小麦、たまねぎ、てんさい等

排水施設及び農道の整備を実施した場合と実施しな維持管理費節減効果 △ 1,147 千円
かった場合での維持管理費が増減する効果

対象施設：農業用排水路、農道

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で営農に係る走行経費節減 27,049 千円
の営農に係る走行経費が増減する効果効果
対象施設：農道

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で一般交通等経費節減効果 20,869 千円
の一般交通に係る走行経費が増減する効果

対象施設：農道

計 348,978 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 網走南部東
（担い手支援型・一般）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 2,511,107 千円

当該事業による費用 ② 2,040,409 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 470,698 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 5,064,736 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 2.01

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

区画整理、暗渠排水及び土層改良を実施した場合と作物生産効果 199,806 千円
実施しなかった場合での農作物生産量が増減する効

果

対象作物：てんさい、ばれいしょ、小麦等

区画整理、暗渠排水及び土層改良を実施した場合と営農経費節減効果 90,798 千円
実施しなかった場合での営農経費が増減する効果

対象作物：てんさい、ばれいしょ、小麦等

計 290,604 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 大正北
（担い手支援型・一般）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,662,001 千円

当該事業による費用 ② 1,412,982 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 249,019 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 2,583,947 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.55

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

排水施設の整備、暗渠排水及び土層改良を実施した作物生産効果 93,784 千円
場合と実施しなかった場合での農作物生産量が増減

する効果

対象作物：小麦、てんさい、小豆等

排水施設の整備、暗渠排水及び土層改良を実施した営農経費節減効果 49,403 千円
場合と実施しなかった場合での営農経費が増減する

効果

対象作物：小麦、てんさい、小豆等

排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場維持管理費節減効果 △ 825 千円
合での維持管理費が増減する効果

対象施設：農業用排水路

計 142,362 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 札内川左岸
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 5,220,791 千円

年 効 用 ② 372,149 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 30 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0597
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 6,233,652 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.19

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

畑地かんがい施設の整備等によ農作物の生産量 作物生産効果 225,723 千円
る単収の増加の増加
対象作物：牧草、てんさい、小
麦等

畑地かんがい施設の整備による品質向上効果 13,777 千円
生産物の品質向上
対象作物：だいこん、にんじ
ん、ごぼう等

区画整理、畑地かんがい施設整営農経費の節減 営農経費節減効果 139,338 千円
備等の実施による労働時間の短
縮や機械経費の節減
対象作物：牧草、てんさい、小
麦等

畑地かんがい施設の整備による維持管理費節減効果 △ 6,689 千円
施設の維持管理費の増加
対象施設：農業用用水施設

計 372,149 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 居辺
（担い手支援型・一般）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,502,971 千円

当該事業による費用 ② 1,268,644 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 234,327 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 2,968,299 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.97

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

農道の整備、区画整理、暗渠排水及び土層改良を実作物生産効果 57,338 千円
施した場合と実施しなかった場合での農作物生産量

が増減する効果

対象作物：牧草、てんさい、小麦等

農道の整備を実施した場合に農作物輸送時における品質向上効果 301 千円
荷痛みが減少する効果

対象作物：ばれいしょ、スイートコーン

区画整理、暗渠排水及び土層改良を実施した場合と営農経費節減効果 34,700 千円
実施しなかった場合での営農経費が増減する効果

対象作物：牧草、てんさい、小麦等

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で維持管理費節減効果 △ 873 千円
の維持管理費が増減する効果

対象施設：農道

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で営農に係る走行経費節減 62,539 千円
の営農に係る走行経費が増減する効果効果
対象施設：農道

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で一般交通等経費節減効果 2,151 千円
の一般交通に係る走行経費が増減する効果

対象施設：農道

計 156,156 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 更南
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 9,306,037 千円

年 効 用 ② 622,887 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 30 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0597
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 10,433,618 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.12

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

畑地かんがい施設の整備等によ農作物の生産量 作物生産効果 348,898 千円
る単収の増加の増加
対象作物：牧草、てんさい、小
麦等

畑地かんがい施設の整備による品質向上効果 21,731 千円
生産物の品質向上
対象作物：牧草、てんさい、小
麦等

区画整理、畑地かんがい施設整営農経費の節減 営農経費節減効果 234,641 千円
備等の実施による労働時間の短
縮や機械経費の節減
対象作物：小麦、小豆、大豆等

畑地かんがい施設の整備等によ維持管理費節減効果 △ 5,311 千円
る施設の維持管理費の増加
対象施設：農業用用水施設、農
業用排水路、農道

農道の整備による農産物運搬等営農に係る走行経費 14,478 千円
に係る車両走行経費の節減節減効果



項目 年効果額 効果の内容

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 8,395 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農業用排水路、農道の維持

農道の整備に伴う一般交通に係地域の生活環境 一般交通等経費節減 55 千円
る車両走行経費の節減の保全・向上 効果

計 622,887 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 明新
（担い手支援型・一般）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,489,845 千円

当該事業による費用 ② 1,200,804 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 289,041 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 3,580,290 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 2.40

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

排水施設、区画整理、暗渠排水及び土層改良を実施作物生産効果 154,257 千円
した場合と実施しなかった場合での農作物生産量が

増減する効果

対象作物：ばれいしょ、小麦、てんさい等

排水施設、区画整理、暗渠排水及び土層改良を実施営農経費節減効果 48,690 千円
した場合と実施しなかった場合での営農経費が増減

する効果

対象作物：ばれいしょ、小麦、てんさい等

排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった場維持管理費節減効果 △ 1,567 千円
合での維持管理費が増減する効果

対象施設：農業用排水路

計 201,380 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 常呂土佐
（担い手支援型・単独土層改良）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 2,513,858 千円

当該事業による費用 ② 2,120,750 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 393,108 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 4,641,562 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.84

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

暗渠排水及び土層改良を実施した場合と実施しなか作物生産効果 168,848 千円
った場合での農作物生産量が増減する効果

対象作物：てんさい、小麦、ばれいしょ等

暗渠排水及び土層改良を実施した場合と実施しなか営農経費節減効果 94,534 千円
った場合での営農経費が増減する効果

対象作物：てんさい、小麦、ばれいしょ等

計 263,382 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 卯原内中央
（担い手支援型・単独土層改良）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,718,338 千円

当該事業による費用 ② 1,432,777 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 285,561 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 3,317,286 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.93

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

暗渠排水及び土層改良を実施した場合と実施しなか作物生産効果 120,920 千円
った場合での農作物生産量が増減する効果

対象作物：てんさい、ばれいしょ、小麦等

暗渠排水及び土層改良を実施した場合と実施しなか営農経費節減効果 67,293 千円
った場合での営農経費が増減する効果

対象作物：てんさい、ばれいしょ、小麦等

計 188,213 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 ケネカ
（担い手支援型・単独営農用水）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 2,595,153 千円

当該事業による費用 ② 1,536,012 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 1,059,141 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 8,133,046 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 3.13

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

営農用水施設の整備を実施した場合と実施しなかっ営農経費節減効果 407,292 千円
た場合での営農経費が増減する効果

対象施設：営農用水施設

営農用水施設の整備を実施した場合と実施しなかっ維持管理費節減効果 △ 13,289 千円
た場合の維持管理費が増減する効果

対象施設：営農用水施設

営農用水施設の整備を実施した場合と実施しなかっ生活用水確保効果 35,632 千円
た場合の生活用水確保に係る経費が増減する効果

対象施設：営農用水施設

計 429,635 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 群馬県 地区名 松義中部
（担い手育成型）

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,409,269 千円

当該事業による費用 ② 1,307,475 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 101,794 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 1,550,344 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.10

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

区画整理を実施した場合と実施しなかった場合での作物生産効果 13,833 千円
農作物生産量が増減する効果

対象作物：こんにゃく、ねぎ、うど等

農道の整備を実施した場合に農作物輸送時における品質向上効果 3,715 千円
荷痛みが減少する効果

対象作物：こんにゃく、ねぎ、うど等

区画整理を実施した場合と実施しなかった場合での営農経費節減効果 53,676 千円
営農経費が増減する効果

対象作物：こんにゃく、ねぎ、うど等

農道及び排水施設の整備を実施した場合と実施しな維持管理費節減効果 △ 5,831 千円
かった場合での維持管理費が増減する効果

対象施設：農道、農業用排水路

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で営農に係る走行経費節減 4,924 千円
の営農に係る走行経費が増減する効果効果
対象施設：農道

区画整理を実施することにより、実施しなかった場耕作放棄防止効果 7,955 千円
合に発生が想定される耕作放棄地で作物生産が維持

される効果

対象作物：こんにゃく、ねぎ、うど等



効果項目 年効果額 効果の要因

区画整理及び農道整備を実施することにより、実施農業労働環境改善効果 2,033 千円
しなかった場合における農業労働環境が改善される

効果

対象施設：農地、農道

区画整理の実施に伴い、区画の整形が確定測量が行地積確定効果 446 千円
われることにより、地籍が明確となる効果

排水施設の整備に伴い、動植物の生息環境等に配慮景観・環境保全効果 4,657 千円
することにより、景観環境が保全される効果

対象施設：農業用排水路、附帯工

計 85,408 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 山梨県 地区名 笛吹川左岸
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 1,837,500 千円

年 効 用 ② 140,927 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 35 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0546
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,581,081 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.40

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

農業用排水路の整備等による単農産物の生産量 作物生産効果 40,294 千円
収の増加の増加
対象作物：もも、ぶどう、スイ
ートコーン等

農道の整備による生産物運搬時品質向上効果 23,031 千円
の荷傷み防止
対象作物：もも、ぶどう、スイ
ートコーン等

農道の整備による農産物運搬等営農経費の節減 営農に係る走行経費 19,166 千円
に係る車両走行経費の節減節減効果
対象作物：もも、ぶどう、スイ
ートコーン等

区画整理の実施による労働時間営農経費節減効果 12,941 千円
の短縮や機械経費の節減

農業用排水路の整備等による施維持管理費節減効果 6,973 千円
設の維持管理費の節減
対象施設：農業用排水路、農道



項目 年効果額 効果の内容

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 12,619 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農業用排水路、農道の維持

農道の整備に伴う一般交通に係地域の生活環境 一般交通等経費節減 21,362 千円
る車両走行経費の節減の保全・向上 効果
対象施設：農道

農道の整備に伴い、埋蔵文化財文化財発見効果 2,456 千円
の発掘調査を行いことによる文
化的価値の明確化

農道の整備に伴い、社会的要請安全性向上効果 2,085 千円
に基づき歩道等を設置すること
による安全性の向上

計 140,927 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 山梨県 地区名 日川右岸
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 1,806,000 千円

年 効 用 ② 116,991 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 35 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0546
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,142,692 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.18

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

農業用排水路の整備による単収農産物の生産量 作物生産効果 8,206 千円
の増加の増加
対象作物：ぶどう、もも

農道の整備による生産物運搬時品質向上効果 18,861 千円
の荷傷み防止
対象作物：ぶどう、もも

農道の整備による農産物運搬等営農経費の節減 営農に係る走行経費 47,670 千円
に係る車両走行経費の節減節減効果
対象作物：ぶどう、もも

区画整理の実施による労働時間営農経費節減効果 11,531 千円
の短縮や機械経費の節減
対象作物：ぶどう、もも

農業用排水路の整備等による施維持管理費節減効果 679 千円
設の維持管理費の節減
対象施設：農業用排水路、農
道、区画整理



項目 年効果額 効果の内容

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 8,281 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農業用排水路、農道の維持

農業用排水路の整備等に伴い、地域の生活環境 文化財発見効果 5,571 千円
埋蔵文化財の発掘調査を行うこの保全・向上
とによる文化的価値の明確化

農業用排水路の整備に伴い、石水辺環境整備効果 2,095 千円
積み護岸を設置することによる
水辺環境の保全

農道の整備に伴い、その周辺の農道環境整備効果 14,097 千円
景観や環境に配慮した整備を行
うことによる農道環境の保全

計 116,991 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 長崎県 地区名 小豆崎
（担い手育成型）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 1,341,900 千円

年 効 用 ② 83,100 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 37 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0539
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,541,743 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.14

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による農産物の生産量 作物生産効果 24,363 千円
土地利用の向上及び単収の増加の増加
対象作物：たまねぎ、かぼち
ゃ、ばれいしょ等

区画整理、畑地かんがい施設の営農経費の節減 営農経費節減効果 53,537 千円
整備の実施による労働時間の短
縮や機械経費の節減
対象作物：たまねぎ、かぼち
ゃ、ばれいしょ等

区画整理、畑地かんがい施設の維持管理費節減効果 △ 3,032 千円
整備による施設の維持管理費の
増加
対象施設：農業用用水路、区画
整理

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 4,152 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農業用排水路、農道の維持

区画整理の実施に伴い、埋蔵文地域の生活環境 文化財発見効果 4,080 千円
化財の発掘調査を行うことによの保全・向上
り文化的価値が明確になる効果

計 83,100 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 大久保
（担い手育成型）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 1,042,650 千円

年 効 用 ② 56,700 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 48 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0487
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,164,271 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.11

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

区画整理の実施による土地利用農産物の生産量 作物生産効果 2,634 千円
の向上及び単収の増加の増加
対象作物：飼料作物、さとい
も、かんしょ等

区画整理による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 39,663 千円
や機械経費の節減
対象作物：飼料作物、さとい
も、かんしょ等

区画整理、畑地かんがい施設の維持管理費節減効果 △ 296 千円
整備による施設の維持管理費の
増加
対象施設：農道、農業用用排水
施設

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 3,321 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農道の維持

区画整理の実施に伴い、埋蔵文地域の生活環境 文化財発見効果 10,893 千円
化財の発掘調査を行うことによの保全・向上
る文化的価値の明確化



項目 年効果額 効果の内容

区画整理の実施に伴い、区画の地域の生活環境 地籍確定効果 485 千円
整形や確定測量が行われることの保全・向上
による地籍の明確化

計 56,700 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 花房中部２期
（担い手育成型）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 2,667,000 千円

年 効 用 ② 132,301 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 47 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0490
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,700,020 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.01

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

区画整理の実施による土地利用農産物の生産量 作物生産効果 25,661 千円
の向上及び単収の増加の増加
対象作物：イタリアンライグラ
ス、青刈りとうもろこし、水稲
等

区画整理の実施による労働時間営農経費の節減 営農経費節減効果 67,357 千円
の短縮や機械経費の節減
対象作物：イタリアンライグラ
ス、青刈りとうもろこし、水稲
等

農業用用排水施設等の改修、統維持管理費節減効果 6,899 千円
廃合による施設の維持管理費の
節減
対象施設：揚水機、農業用用排
水路、農道

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 17,796 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機、農業用用排の維持
水路、農道

区画整理に伴い、換地手法を用地域の生活環境 非農用地創設効果 4,610 千円
いて、先行的、計画的に非農用の保全・向上
地を創設することによる経費の
節減



項目 年効果額 効果の内容

農道の整備に伴い、社会的要請地域の生活環境 安全性向上効果 739 千円
に基づき歩道等を設置することの保全・向上
による安全性の向上

区画整理の実施に伴い、埋蔵文文化財発見効果 8,649 千円
化財の発掘調査を行うことによ
る文化的価値の明確化

区画整理の実施に伴い、区画の地籍確定効果 590 千円
整形や確定測量が行われること
による地籍の明確化

計 132,301 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 第一面縄
（担い手育成型）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 1,762,800 千円

年 効 用 ② 128,903 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 25 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0661
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,950,121 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.10

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

区画整理の実施による土地利用農産物の生産量 作物生産効果 42,037 千円
の向上及び単収の増加の増加
対象作物：さとうきび、ローズ
グラス、イタリアンライグラス
等

区画整理による労働時間の短縮営農経費の節減 営農経費節減効果 55,631 千円
や機械経費の節減
対象作物：さとうきび、ローズ
グラス、イタリアンライグラス
等

区画整理の実施による施設の維維持管理費節減効果 △ 3,337 千円
持管理費の増加
対象施設：農道、農業用排水路

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 750 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農道の維持

区画整理の実施に伴い、埋蔵文地域の生活環境 文化財発見効果 408 千円
化財の発掘調査を行うことによの保全・向上
る文化的価値の明確化



項目 年効果額 効果の内容

区画整理の実施に伴い、区画の地域の生活環境 地籍確定効果 1,009 千円
整形や確定測量が行われることの保全・向上
による地積の明確化

区画整理の実施に伴い、浸透池水辺環境整備効果 32,405 千円
の設置等を行うことによる水辺
環境の保全

計 128,903 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 第一曽於北部
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 4,933,319 千円

年 効 用 ② 359,835 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 39 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0531
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 6,776,554 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.37

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による農産物の生産量 作物生産効果 146,658 千円
単収の増加の増加
対象作物：茶、イタリアンライ
グラス、青刈りとうもろこし等

畑地かんがい施設の整備による品質向上効果 92,265 千円
生産物の品質向上
対象作物：茶、イタリアンライ
グラス、青刈りとうもろこし等

畑地かんがい施設の整備による営農経費の節減 営農経費節減効果 86,946 千円
労働時間の短縮や機械経費の節
減
対象作物：茶、イタリアンライ
グラス、青刈りとうもろこし等

畑地かんがい施設の整備による維持管理費節減効果 △ 12,196 千円
施設の維持管理費の増加
対象施設：農業用用水施設、農
道

農道の整備による農産物運搬等営農にかかる走行経 1,431 千円
に係る車両走行経費の節減費節減効果
対象作物：茶、イタリアンライ
グラス、青刈りとうもろこし等



項目 年効果額 効果の内容

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 6,839 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農道の維持

区画整理の実施に伴い、埋蔵文地域の生活環境 文化財発見効果 1,632 千円
化財の発掘調査を行うことによの保全・向上
る文化的価値の明確化

農業用用水施設の整備に伴い、公共施設保全効果 35,120 千円
補償工事を行うことによる地域
の利便性の確保・向上

畑地かんがい施設の整備に伴う地域用水効果 1,140 千円
防火施設の設置費用等の節減

計 359,835 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 第二鹿屋
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 4,914,439 千円

年 効 用 ② 432,315 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 46 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0498
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 8,681,024 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.76

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による農作物の生産量 作物生産効果 375,127 千円
土地利用の向上及び単収の増加の増加
対象作物：イタリアンライグラ
ス、かんしょ、青刈りとうもろ
こし等

畑地かんがい施設の整備による品質向上効果 18,715 千円
生産物の品質向上
対象作物：イタリアンライグラ
ス、かんしょ、青刈りとうもろ
こし等

畑地かんがい施設の整備による営農経費の節減 営農経費節減効果 16,147 千円
労働時間の短縮や機械経費の節
減
対象作物：イタリアンライグラ
ス、かんしょ、青刈りとうもろ
こし等

畑地かんがい施設の整備による維持管理費節減効果 △ 8,156 千円
施設の維持管理費の増加
対象施設：農業用用水施設、農
道

農道の整備による農産物運搬等営農に係る走行経費 2,119 千円
に係る車両走行経費の節減節減効果
対象作物：イタリアンライグラ
ス、かんしょ、青刈りとうもろ
こし等



項目 年効果額 効果の内容

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更新効果 2,840 千円
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農道の維持

排水施設の整備に伴う農用地、施設更新による 災害防止効果 23,891 千円
農業施設等の被害防止災害防止

事業の実施に伴い、埋蔵文化財地域の生活環境 文化財発見効果 1,632 千円
の発掘調査を行うことによる文の保全・向上
化的価値の明確化

計 432,315 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 沖縄県 地区名 読谷中部
（担い手育成型）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 4,465,500 千円

年 効 用 ② 261,036 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 41 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0516
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 5,058,837 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.13

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

区画整理の実施による土地利用農作物の生産量 作物生産効果 249,605 千円
の向上及び単収の増加の増加
対象作物：べにいも、にんじ
ん、メロン等

区画整理の実施による労働時間営農経費の節減 営農経費節減効果 17,965 千円
の短縮や機械経費の節減

区画整理の実施による施設の維維持管理費節減効果 △ 21,705 千円
持管理費の増加
対象施設：農業用用水施設、農
業用排水路、農道

区画整理の実施に伴い、浸透池地域の生活環境 水辺環境整備効果 15,171 千円
の設置等を行うことによる水辺の保全・向上
環境の保全

計 261,036 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 沖縄県 地区名 吉富
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 1,019,550 千円

年 効 用 ② 77,683 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 49 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0487
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,595,133 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.56

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による農作物の生産量 作物生産効果 70,766 千円
土地利用の向上及び単収の増加の増加
対象作物：にがうり、いんげ
ん、オクラ等

畑地かんがい施設の整備等によ営農経費の節減 維持管理費節減効果 △ 1,429 千円
る施設の維持管理費の増加
対象施設：農業用用水施設、農
道

農道の整備による農産物運搬等営農に係る走行経費 8,346 千円
に係る車両走行経費の節減節減効果

計 77,683 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 沖縄県 地区名 東福地
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 2,430,501 千円

年 効 用 ② 176,452 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 30 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0597
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,955,645 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.21

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

区画整理、畑地かんがい施設整農作物の生産量 作物生産効果 140,148 千円
備の実施による土地利用の向上の増加
及び単収の増加
対象作物：さとうきび、牧草、
かぼちゃ等

区画整理、畑地かんがい施設整営農経費の節減 営農経費節減効果 33,470 千円
備の実施による労働時間の短縮
や機械経費の節減

畑地かんがい施設の整備等によ維持管理費節減効果 △ 8,289 千円
る施設の維持管理費の増加
対象施設：農業用用水施設、農
業用排水路、農道

区画整理の実施に伴い、浸透池地域の生活環境 水辺環境整備効果 11,123 千円
の設置等を行うことによる水辺の保全・向上
環境の保全

計 176,452 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 沖縄県 地区名 松原
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 2,876,575 千円

年 効 用 ② 174,481 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 33 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0569
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 3,066,450 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.06

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

区画整理、畑地かんがい施設整農作物の生産量 作物生産効果 111,670 千円
備の実施による土地利用の向上の増加
及び単収の増加
対象作物：さとうきび、牧草、
マンゴー等

区画整理、畑地かんがい施設整営農経費の節減 営農経費節減効果 34,887 千円
備の実施による労働時間の短縮
や機械経費の節減

畑地かんがい施設の整備等によ維持管理費節減効果 △ 8,556 千円
る施設の維持管理費の増加
対象施設：農業用用水施設、農
業用排水路、農道

区画整理の実施に伴い、浸透池地域の生活環境 水辺環境整備効果 36,480 千円
の設置等を行うことによる水辺の保全・向上
環境の保全

計 174,481 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 畑地帯総合整備事業 都道府県名 沖縄県 地区名 長南
（担い手支援型・一般）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 2,852,742 千円

年 効 用 ② 162,821 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 38 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0533
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 3,054,803 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.07

２．年効用の総括

項目 年効果額 効果の内容

区画整理、畑地かんがい施設整農作物の生産量 作物生産効果 126,827 千円
備の実施による土地利用の向上の増加
及び単収の増加
対象作物：さとうきび、かぼち
ゃ、メロン等

区画整理、畑地かんがい施設の営農経費の節減 営農経費節減効果 39,170 千円
整備の実施による労働時間の短
縮や機械経費の節減

畑地かんがい施設の整備等によ維持管理費節減効果 △ 6,952 千円
る施設の維持管理費の増加
対象施設：農業用用水施設、農
業用排水路、農道

区画整理の実施に伴い、浸透池地域の生活環境 水辺環境整備効果 3,776 千円
の設置等を行うことによる水辺の保全・向上
環境の保全

計 162,821 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 厚沢部

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,957,319 千円

当該事業による費用 ② 991,006 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 966,313 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 2,948,902 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.50

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

用排水施設、ほ場整備、客土、暗きょ排水、農用地作物生産効果 106,766 千円

改良保全の整備を実施した場合と実施しなかった場

合の農作物生産量が増減する効果

対象作物：水稲、ばれいしょ、大豆、だいこん、ス

イートコーン、アスパラガス

用排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった品質向上効果 5,233 千円

場合での農作物単価が増減する効果

対象作物：水稲

用排水施設、ほ場整備、客土、暗渠排水、農用地改営農経費節減効果 46,776 千円

良保全の整備を実施した場合と実施しなかった場合

の営農経費が増減する効果

対象作物：水稲、ばれいしょ、大豆、だいこん、ス

イートコーン、アスパラガス

用排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった維持管理費節減効果 △275 千円

場合での維持管理費が増減する効果

対象施設：用排水路

計 158,500 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 さろま

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,384,045 千円

当該事業による費用 ② 1,121,998 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 262,047 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 2,916,545 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 2.10

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

ほ場整備、客土、暗渠排水、農用地改良保全を実施作物生産効果 93,632 千円

した場合と実施しなかった場合の農作物生産量が増

減する効果

対象作物：小麦、大豆、かぼちゃ、てんさい、牧

草、青刈りとうもろこし

ほ場整備、客土、暗渠排水、農用地改良保全を実施営農経費節減効果 62,886 千円

した場合と実施しなかった場合の営農経費が増減す

る効果

対象作物：小麦、大豆、かぼちゃ、てんさい、牧

草、青刈りとうもろこし

計 156,518 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 羊蹄京極

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,741,272 千円

当該事業による費用 ② 1,502,523 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 238,749 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 3,160,582 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.81

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

用排水施設、農道、ほ場整備、客土、暗渠排水、農作物生産効果 70,564 千円

用地改良保全の整備を実施した場合と実施しなかっ

た場合の農作物生産量が増減する効果

対象作物：水稲、小麦、ばれいしょ、大豆、てんさ

い、にんじん

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で品質向上効果 314 千円

の農作物単価が増減する効果

対象作物：ばれいしょ、にんじん

用排水施設、ほ場整備、客土、暗渠排水、農用地改営農経費節減効果 53,457 千円

良保全の整備を実施した場合と実施しなかった場合

の営農経費が増減する効果

対象作物：水稲、小麦、ばれいしょ、大豆、てんさ

い、にんじん

用排水施設及び農道の整備を実施した場合と実施し維持管理費節減効果 △1,534 千円

なかった場合での維持管理費が増減する効果

対象施設：排水路、農道



効果項目 年効果額 効果の要因

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で営農に係る走行経費節減 33,575 千円

の走行経費が節減又は維持される効果効果

対象作物：水稲、小麦、ばれいしょ、大豆、てんさ

い、にんじん

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合に一般交通走行経費節減効 17,983 千円

一般交通車の走行経費が節減又は維持される効果果

対象施設：農道

計 174,359 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 青森県 地区名 階上

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 737,454 千円

当該事業による費用 ② 661,586 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 75,868 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 1,405,309 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.90

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

用排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった作物生産効果 34,636 千円

場合での農作物生産量が増減する効果

対象作物：水稲、大豆、かぼちゃ、そば、えだまめ

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で品質向上効果 18,019 千円

の農作物の荷傷み量が増減する効果

用排水施設、農道の整備を実施した場合と実施しな維持管理費節減効果 6,663 千円

かった場合での維持管理費が増減する効果

対象施設：用排水路、農道

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で営農に係る走行経費 3,714 千円

の走行経費が節減又は維持される効果節減効果

対象作物：ながいも、水稲、ねぎ、ごぼう

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で一般交通等経費節減効果 3,156 千円

の一般交通の走行経費が節減又は維持される効果

対象施設：農道

計 66,188 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 山梨県 地区名 大月北部

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 1,036,711 千円

当該事業による費用 ② 859,355 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 177,356 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 46 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 1,231,105 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.19

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

用排水施設の整備、ほ場整備、鳥獣害侵入防止柵整作物生産効果 3,812 千円

備をを実施した場合と実施しなかった場合での農作

物生産量が増減する効果

対象作物：水稲、ばれいしょ、とうもろこし、きゅ

うり、ほうれんそう、だいこん、そば

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で品質向上効果 25 千円

の荷痛み防止の効果

対象作物：きゅうり、なす、だいこん、はくさい

ほ場整備、鳥獣侵入防止柵整備を実施した場合と実営農経費節減効果 21,005 千円

施しなかった場合での営農経費が増減する効果

対象工種：ほ場整備、鳥獣侵入防止柵

用排水施設の整備、農道、ほ場整備、鳥獣侵入防止維持管理費節減効果 11,288 千円

柵の整備を実施した場合と実施しなかった場合での

維持管理費が増減する効果

対象施設：用排水路、農道、ほ場整備、鳥獣侵入防

止柵



効果項目 年効果額 効果の要因

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で営農に係る走行経費節減 21,497 千円

の走行経費が節減又は維持される効果効果

対象作物：水稲、ばれいしょ、とうもろこし、きゅ

うり、ほうれんそう、だいこん、大豆

ほ場整備を実施した場合と実施しなかった場合での耕作放棄防止効果 173 千円

耕作放棄の発生が防止され当該農地での作物生産が

維持される効果。

対象工種：ほ場整備

用排水施設の整備を実施した場合と実施しなかった災害防止効果 4,770 千円

場合での災害による害額が増減する効果

対象施設：農業関係資産、一般資産

農道の整備を実施した場合と実施しなかった場合で一般交通費等経費節減効 13,361 千円

の一般交通の走行経費が節減又は維持される効果果

対象施設：農道

ほ場整備の実施により、区画の整形や確定測量が行地籍確定効果 109 千円

われることで、地籍が明確になる効果。

対象工種：区画整理

ほ場整備を実施した場合と実施しなかった場合で非農用地等創設効果 6 千円

の、公共用地等の用地調達経費が増減する効果。

対象施設：ほ場整備

計 76,046 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 津南

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,265,909 千円

年 効 用 ② 89,279 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 15,201 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 38 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0533
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,659,827 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.31

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

乾田化、水管理改良及び湿害防止に農作物の生産量 作物生産効果 1,405
よる転作作物の面積拡大や単収の増の増加
加

対象作物：水稲、大豆、そば、アス

パラガス、にんじん、なす、だいこ

ん

ほ場の大区画化及び乾田化に伴う労営農経費の節減 営農経費節減効果 52,445
働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆

農道及び用排水施設等の改修に伴う維持管理費節減効果 9,433
施設の維持管理費の節減

対象施設：農道、用排水路、揚水機

場

農道の拡幅に伴う農産物等輸送及び営農に係る走行経費 551
通作交通に係る走行経費の節減節減効果
対象作物：水稲、なす

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 24,697
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農道、用排水路、揚水機の維持
場



項 目 年効果額（千円） 効果の内容

環境に配慮した機能を付加させるこ地域の生活環境 農道環境整備効果 748

とによる農道環境の保全・創造の保全・向上

対象施設：農道（石積擁壁）

計 89,279



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 六郎女

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,199,682 千円

年 効 用 ② 78,265 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 34,606 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 41 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0516

便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,482,157 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.23

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

乾田化及び湿害防止による転作作物農作物の生産量 作物生産効果 8,307

の面積拡大や単収の増加の増加

対象作物：水稲、ねぎ、さといも、

ばれいしょ、大豆、なす

ほ場の大区画化及び乾田化に伴う労営農経費の節減 営農経費節減効果 48,314

働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、ねぎ、さといも、

ばれいしょ、大豆、なす

農道及び用排水施設等の改修に伴う維持管理費節減効果 6,343

施設の維持管理費の節減

対象施設：農道、用排水路、揚水機

場

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 14,454

農業生産の維持従前の農業生産

対象施設：農道、用排水路の維持



項 目 年効果額（千円） 効果の内容

国土調査がなされていない土地の地地域の生活環境 地籍確定効果 313

籍が明確になる効果の保全・向上

対象工種：ほ場整備

環境に配慮した機能を付加させるこ水辺環境整備効果 534

とによる水辺環境の保全・創造

対象施設：用排水路（粗朶護岸）

計 78,265



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 島根県 地区名 奥出雲

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,472,625 千円

年 効 用 ② 108,475 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 38 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0533
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,035,179 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.38

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良等による転作作農作物の生産量 作物生産効果 29,169
物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、そば

農道舗装による作物の荷痛みの品質向上効果 1,066
防止

対象作物：ブルーベリー

ほ場の大区画化による労働時間営農経費の節減 営農経費節減効果 52,785
の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、そば

用排水施設等の改修に伴う施設維持管理費節減効果 8,109
の維持管理費の節減

対象施設：用水路、農道、鳥獣

進入防止柵、ため池

農道舗装による走行速度の向上営農に係る走行経費 506
対象作物：水稲、ブルーベリ節減効果
ー、だいこん、キャベツ、大

豆、そば

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更 新 効 果 8,002
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持



項 目 年効果額（千円） 効果の内容

ため池の整備による被害防止施設更新による 災害防止効果 8,838

対象施設：ため池災害防止

計 108,475



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 島根県 地区名 金城

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 998,550 千円

年 効 用 ② 72,656 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 41 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0516
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,408,062 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.41

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 61,673
物の面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、キャベ

ツ、ナス、インゲン、ピオーネ

ほ場の大区画化による労働時間営農経費の節減 営農経費節減効果 7,927
の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、キャベ

ツ、ナス、インゲン

用排水施設等の改修に伴う施設維持管理費節減効果 1,027
の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、農

道

老朽化した施設の更新による従施設更新による 更 新 効 果 2,029
前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路の維持

計 72,656



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 大分県 地区名 大野東部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 657,500 千円

年 効 用 ② 40,879 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ― 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 32 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0581
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 703,597 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.07

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用排水改良等による転作作物の面農作物の生産 作物生産効果 5,359
積拡大、単収の増加量の増加
対象作物：水稲、大豆、なす、かんし
ょ、さといも、ｽｲｰﾄｺｰﾝ、だいこん、はく
さい、ばれいしょ、小麦

農道舗装改良により荷傷みが防止され農品質向上効果 659
作物収量の増加
対象作物：だいこん、はくさい、いち
ご、きゅうり、なす

ほ場整備に伴う営農機械大型化による営営農経費の節 営農経費節減効 1,868
農経費節減減 果
対象作物：水稲、なす、さといも、大
豆、かんしょ、小麦、だいこん、はくさ
い

農道、用排水路等の改修に伴う施設の維維持管理費節減 4,925
持管理費の節減効果
対象施設：農道、用排水路

農道整備に伴う農産物の輸送及び通作に営農に係る走行 817
係る経費の節減経費節減効果
対象作物：水稲、大豆、いちご、小麦、
だいこん、はくさい、さといも、かんし
ょ、きゅうり、なす

老朽化した施設の更新による従前の農業施設更新による 更新効果 27,251
生産の維持従前の農業生産
対象施設：農道、用排水路の維持

計 40,879



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 柏原

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 942,700 千円

年 効 用 ② 66,936 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 8,858 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 32 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0570
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,165,457 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.23

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容
（千円）

ほ場整備、用排水路、鳥獣侵入防止柵整備に伴作物生産効果 7,502
う作付面積の拡大や単収の増加農作物の生産量
対象作物：水稲、かんしょ、牧草の増加

農道舗装により生産物運搬時の損傷軽減品質向上効果 59
対象作物：かんしょ、はくさい、キャベツ

ほ場整備に伴う営農機械の大型化に伴う作業効営農経費節減効果 9,057
率改善による営農経費節減営農経費の節減
対象作物：水稲、牧草、かぼちゃ

用排水施設、農道の改修に伴う施設の維持管理維持管理費節減効果 1,212
費の節減
対象施設：用排水路、農道

農道整備に伴う農産物の輸送及び通作に係る経営農に係る走行経費 35,878
費の節減節減効果
対象作物：水稲、かんしょ、牧草、さといも、

青刈りとうもろこし

老朽化した施設の更新による従前の農業生産の施設更新による 更新効果 12,753
維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、農道の維持

老朽化した施設の更新による洪水被害の防止軽施設更新による 災害防止効果 218
減災害防止
対象施設：排水路



項 目 年効果額 効果の内容

（千円）

文化財が具現化される効果地域の生活環境 文化財発見効果 257

保全・向上

計 66,936



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 霧島北部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 916,590 千円

年 効 用 ② 60,167 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ― 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 33 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0562
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,070,587 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.16

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容
（千円）

ほ場整備、用排水路、暗渠排水、農用地保全農作物の生産量 作物生産効果 14,484
整備，鳥獣侵入防止柵整備に伴う作付面積のの増加
拡大や単収の増加

対象作物：水稲、牧草、にがうり

ほ場整備に伴う営農機械の大型化及び暗渠排営農経費の節減 営農経費節減効果 13,397
水に伴う作業効率改善による営農経費節減

対象作物：水稲、牧草、にがうり

用排水施設，農道の改修に伴う施設の維持管維持管理費節減効果 6,919
理費の節減

対象施設：用排水路、農道

農道整備に伴う農産物の運搬及び通作に係る営農に係る走行経費 1,904
経費の節減節減効果
対象作物：茶、牧草

老朽化した施設の更新による従前の農業生産施設更新による 更新効果 19,062
の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路、農道の維持

老朽化した施設の更新による洪水被害の防止施設更新による 災害防止効果 3,987
軽減災害防止
対象施設：排水路



項 目 年効果額 効果の内容

（千円）

農道舗装の改良による一般交通の走行経費の地域の生活環境 一般交通等経費節減 414

節減の保全・向上

計 60,167



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 湧水

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,300,600 千円

年 効 用 ② 111,527 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 68,063 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 32 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0570
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,888,551 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.45

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容
（千円）

ほ場整備、用排水路、暗渠排水、鳥獣侵入防農作物の生産量 作物生産効果 39,562
止柵整備に伴う作付面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、牧草、ねぎ、葉たばこ、か

んしょ

ほ場整備に伴う営農機械の大型化及び暗渠排営農経費の節減 営農経費節減効果
水に伴う作業効率改善による営農経費節減5,554
対象作物：水稲、牧草

用排水施設、農道の改修に伴う施設の維持管維持管理費節減効果 2,106
理の節減費

対象施設：用排水路、農道

農道整備に伴う農産物の運搬及び通作に係る営農に係る走行経費
経費の節減節減効果 36,041
対象作物：水稲、牧草、かんしょ、葉たば

こ、ねぎ、茶

老朽化した施設の更新による従前の農業生産施設更新による 更新効果 28,264
の維持従前の農業生産
対象施設：用排水路，農道の維持

計 111,527



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 広域営農団地農道整備事業 都道府県名 北海道 地区名 留萌中部５期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２２,０８７,４４７千円

年 効 用 ② １,４６４,５９９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ９,２４７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０.０６４９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２２,５５７,７６４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １２,６５７ 砂利道を舗装道に整備するこ
の増加 とにより作物の砂塵被害が防

止され収量が増加
対象作物：牧草等

品質向上効果 １３１,２６０ 舗装に整備することで、農作
物運搬時の荷傷み被害が防止
され品質が向上
対象作物：トマト等

営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３９,２４０ 農道の改修整備に伴う施設の
維持管理費の節減
対象施設：道路

営農に係る走行経費 １,１４７,７７６ 農道の改修整備に伴う農産物
節減効果 運搬及び営農通作の車輌走行

に要する経費の節減
対象作物：牛乳、牧草等

施設更新による 更新効果 ３１,１２７ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：道路

地域の生活環境 一般交通等経費節減 １０２,５３９ 農道の改修整備に伴う一般交
の保全・向上 効果 通車の車輌走行に要する経費

の節減

計 １,４６４,５９９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 広域営農団地農道整備事業 都道府県名 和歌山県 地区名 紀の川左岸３期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２８,９４０,３１２千円

年 効 用 ② １,４３８,４６１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ５４ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４６７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３０,８０２,１６３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

舗装に整備することで、農作物運搬時の農作物の生産量 品質向上効果 ９９,９１０
荷痛み被害が防止され品質が向上の増加
対象作物：みかん、ネーブル、はっさ

く、もも、かき、うめ、すもも

農道新設に伴うアスファルト舗装補修費営農経費の節減 維持管理費節減効果 △ ６,７９９
及びトンネル照明の電力料の増加

農道新設による農作物運搬の労働時間の営農に係る走行経費 １,１９９,２２２
短縮及び機械経費の節減節減効果

広域農道の利用に伴う一般交通等の走行地域の生活環境 一般交通等経費節減 １３０,２２１
時間の短縮及び機械経費の節減の保全・向上 効果

歩道設置による歩行者の安全確保安全性向上効果 １１,４５６

広域農道と交差する市道・町道の付替、公共施設保全効果 ４,４５１
取付による従来の道路機能の維持保全

計 １,４３８,４６１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 広域営農団地農道整備事業 都道府県名 島根県 地区名 安能２期

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備 考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 12,089,024 千円

当該事業による費用 ② 10,552,628 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 1,536,396 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 58 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 20,408,189 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.68

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

農道の新設、改良に伴う施設の維持管理費の増維持管理費節減効果 △2,443 千円
対象施設：道路

農道の新設、改良に伴う走行時間の短縮による労働営農に係る走行経費節減 1,209,912 千円
時間や機械経費の節減効果
対象作物：水稲他穀類、野菜類、畜産物

農道の新設、改良による一般交通の走行時間の短縮一般交通等経費節減効果 37,752 千円
による労働時間や機械経費の節減

計 1,245,221 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 広域営農団地農道整備事業 都道府県名 大分県 地区名 大分中部２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １９,４９４,６５２千円

年 効 用 ② ９２９,５８２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ５５年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０.０４６４
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２０,０３４,０９４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農道の新設による農産物等の輸送及営農経費の節減 営農に係る走行経費 ７９８，８２０
び通作に係る走行経費の節減節減効果
対象作物：水稲、果菜類、葉菜類

飼料等

農道の新設により施設の維持管理費維持管理費節減効果 △ １,９１０
の増加

対象施設：道路

既設農道の更新による従前の機能の施設更新による 更 新 効 果 １１１，８２６
維持従前の農業生産
対象施設：道路の維持

農道の改修整備に伴う一般交通車の地域の生活環境 一般交通等経費節減 ２０,８４６
車両走行に要する経費の節減の保全・向上 効果

計 ９２９，５８２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 北海道 地区名 東栄３期農道整備事業(一般農道整備事業)

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １,１２４,７２６千円

年 効 用 ② １０６,２８４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ５,４８６千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０.０５３２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １,９９２,３３４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.７７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ３,９９９ 砂利道を舗装道に整備するこ
の増加 とにより作物の砂塵被害が防

止され収量が増加
対象作物：ばれいしょ等

品質向上効果 ９,７５１ 舗装に整備することで、農作
物運搬時の荷傷み被害が防止
され品質が向上
対象作物：ばれいしょ等

営農経費の節減 維持管理費節減効果 ７,０４９ 農道の改修整備に伴う施設の
維持管理費の節減
対象施設：道路

営農に係る走行経費 ７２,８８８ 農道の改修整備に伴う農産物
節減効果 運搬及び営農通作の車輌走行

に要する経費の節減
対象作物：てんさい等

施設更新による 更新効果 ８,０７８ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：道路

地域の生活環境 一般交通等経費節減 ４,５１９ 農道の改修整備に伴う一般交
の保全・向上 効果 通車の車輌走行に要する経費

の節減

計 １０６,２８４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 奈良県 地区名 大野向渕２期農道整備事業(一般農道整備事業)

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，８７６，９８２千円

年 効 用 ② ８８，１３４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ５６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４５９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９２０，１３１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農道の改修整備に伴う農作物運搬及営農経費の節減 営農に係る走行経費 ５１，３０７
び営農通作の車両走行に要する経費節減効果
の節減

対象作物：水稲、茶、ナス、ホウレ

ンソウ

農道の改修整備に伴う施設の維持管維持管理費節減効果 △ ７３７
理費の節減

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １６２
農業生産の維持従前の農業生産

の維持

農道の改修整備に伴う一般交通車の地域の生活環境 一般交通等経費節減 ３２，８８０
車両走行に要する経費の節減の保全・向上 効果

農道の改修整備に伴う林業に係る交林業走行経費節減効 ２，６０３
通車の車両走行に要する経費の節減果

保育作業等に機械化の促進が図られ林業経営経費節減効 １，１１２
ることによる保育作業経費の節減果

一般道の付け替えにより、地域の利公共施設保全効果 ８０７
便性の向上、耐用年数の増加

計 ８８，１３４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 奈良県 地区名 西吉野賀北２期農道整備事業(一般農道整備事業)

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３９８，１４５千円

年 効 用 ② ７７，４２６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４８４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，５９９，７１１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

舗装に整備することで、農作物運搬農作物の生産量 品質向上効果 ５，６７０
時の荷傷み被害が防止され品質が向の増加
上

対象作物：柿

農業輸送経路の短縮、走行速度の向営農経費の節減 営農に係る走行経費 ６８，９７７
上、輸送時間の短縮節減効果
対象作物：柿

農道の改修整備に伴う施設の維持管維持管理費節減効果 △ ２３８
理費の節減

農道の改修整備に伴う一般交通車の地域の生活環境 一般交通等経費節減 ３，０１７
車両走行に要する経費の節減の保全・向上 効果

計 ７７，４２６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 鹿児島県 地区名 平山３期農道整備事業(一般農道整備事業)

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，１６１，９６０千円

年 効 用 ② ６４，５９８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ６，３５４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，２４７，９７６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

機能維持のための維持管理費の増加営農経費の節減 維持管理費節減効果 △８６３
対象施設：道路

農道の改修整備に伴う農作物運搬及営農に係る走行経費 ５９，７８５
び営農通作の車両走行に要する経費節減効果
の節減

対象作物：さとうきび、かんしょ、

ばれいしょ、水稲、イタリアン

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２，５６７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：道路の維持

農道の改修整備に伴う一般交通車の地域の生活環境 一般交通等経費節減 ２，６１２
車両走行に要する経費の節減の保全・向上 効果

埋蔵文化財調査を行うことにより文文 化 財 発 見 効 果 ４９７
化的価値が明確になる。

計 ６４，５９８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 富山県 地区名 呉羽和合４期農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，５７１，０００千円

年 効 用 ② ９４，８６５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １１，６００千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８３０，４３９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

営農経費の節減 維持管理費節減効果 △５４１ 農道の改修整備に伴う施設の
維持管理費の増加。

営農に係る走行経費 ３２，７１０ 農道の改修整備に伴う農作物
節減効果 運搬及び営農通作の車両走行

に要する経費の節減
対象施設：道路

施設更新による 更新効果 ２３，７７８ 既存施設の更新による従前の
従前の農業生産 農業生産の維持。
の維持 対象施設：道路

地域の生活環境 一般交通等経費節減 ２６，７５１ 農道の改修整備に伴う一般交
の保全・向上 効果 通車の車輌走行に要する経費

の節減。

その他 地域資産保全・向上 １２，１６７ 埋蔵文化財発掘調査により、
効果 文化的価値が明確となる。

計 ９４，８６５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 岐阜県 地区名 古川南部３期農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，８５９，７０３千円

年 効 用 ② ２４３，０８６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４８ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４８２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，０４３，２７８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

営農経費の節減 維持管理費節減効果 △５，１９９ 農道新設による維持管理費の増
対象施設：道路

営農に係る走行経費 ２３３，６５２ 農道整備による輸送、通作の走
節減効果 行時間短縮による経費の節減

対象作物：水稲、野菜類、果
物、畜産物

地域の生活環境 一般交通等経費節減 １０，３９６ 農道の改修整備に伴う一般交通
の保全・向上 効果 車の車輌走行に要する経費の節

減

受益外農業効果 ９５９ 農道整備による輸送、通作の走
行時間短縮による経費の節減
対象作物：山菜加工品、椎茸

安全性向上効果 ３，２７８ 安全施設整備による車輌走行時
の安全性向上
対象施設：歩道

計 ２４３，０８６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 京都府 地区名 山城２期農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３７８，１５０千円

年 効 用 ② ９１，３４９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，７３６，６７３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

舗装に整備することで、農作物運搬農作物の生産量 品質向上効果 ６，０６１
時の荷痛み被害が防止され品質が向の増加
上

対象作物：菊、あおとう、キャベツ

土地改良施設の改良等に伴い施設の営農経費の節減 維持管理費節減効果 △７５２
機能が向上し、補修等に要する経費

が減額。対象施設：道路

農道の新設等に伴い地域間を結ぶ道営農に係る走行経費 ３９，２６１
路延長の短縮や、走行速度、車種変節減効果
更等によって、燃料等の節減、人件

費等が軽減。

旧施設を更新することに伴い従前の施設更新による 更新効果 ５，４５４
農業生産の維持従前の農業生産

の維持

農道を整備することによる、一般交地域の生産環境 一般交通等経費節減 ３７，０４１
通に要する経費（燃料、人件費等）の保全・向上 効果
が増減

発掘調査を行うことによりその文化文化財発見効果 ３，６７２
的価値が明確になる

道路用地の買収等により地籍が明確地籍確定効果 ６１２
になる効果

計 ９１，３４９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 山口県 地区名 平生中央２期農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，２４０，２２８千円

年 効 用 ② １５３，２９７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ５１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，５４２，２３９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農道の舗装により農産物の運搬の際農作物の生産量 品 質 向 上 効 果 ３，７２３
の損傷が軽減され、品質が向上するの増加
効果
対象作物：野菜類、果樹類

農道の新設、改良に伴う防除作業の営農経費の節減 営農経費節減効果 １，７４５
低減による効果
対象作物：果樹類

農道の新設、改良に伴う走行時間営農に係る走行経費 ６１，６４３
の短縮による労働時間や機械経費節減効果
の節減
対象作物：水稲、果樹類

農道の新設、改良に伴う施設の維持維持管理費節減効果 △２，１９０
管理費の増
対象施設：道路

農道の新設、改良による一般交通地域の生活環境 一般交通等経費節減 ７２，６１３
の走行時間の短縮による労働時間の保全・向上 効果
や機械経費の節減

農道の新設、改良に併せて施設整安 全 性 向 上 効 果 １，０９１
備することにより安全性が向上
対象施設：ガードレール等

農道の改良に併せて農道周辺の環境農道環境整備効果 １４，６７２
を保全

計 １５３，２９７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 徳島県 地区名 池田３期農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業

１．総費用総便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 3,127,828 千円

当該事業による費用 ② 2,827,129 千円

関連事業費＋資産価額＋再整備費その他費用 ③ 300,699 千円

当該事業の工事期間＋４０年評価期間 ④ 58 年

総便益額（現在価値化） ⑤ 3,313,963 千円

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.05

２．年効果額の総括

効果項目 年効果額 効果の要因

農道の新設、改良に伴う施設の維持管理費の増維持管理費節減効果 △1,461 千円
対象施設：道路

農道の新設、改良に伴う走行時間の短縮による労働時営農に係る走行経費節減 104,006 千円
間や機械経費の節減効果
対象作物：水稲他穀類、野菜類、畜産物

農道の新設、改良による一般交通の走行時間の短縮に一般交通等経費節減効果 96,106 千円
よる労働時間や機械経費の節減

計 198,651 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 愛媛県 地区名 松山南部２期農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５，３３８，０６８千円

年 効 用 ② ２７１，６９１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，５２２，１７４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農道の新設、改良に伴う荷痛み防営農経費の節減 営農に係る走行経費 １９６，６８６
止による単収の増加
対象作物：水稲、果樹類、畜産物節減効果

農道の新設、改良に伴う走行時間維持管理費節減効果 △１，２３３
の短縮による労働時間や機械経費
の節減 対象施設：道路

老朽化した施設の更新による従前施設更新による 更 新 効 果 ６，５０５
の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：道路の維持

農道の整備を実施した場合と実施し施設更新による 災 害 防 止 効 果 ２８，８６１
なかった場合での災害による被害額災害防止
が増減する効果
対象施設：農業関連資産、一般資産

農道の新設、改良による一般交通地域の生活環境 一般交通等経費節減 ３３，２０３
の走行時間の短縮による労働時間の保全・向上
や機械経費の節減効果

農道の新設、改良に併せて施設整安 全 性 向 上 効 果 ９３１
備することにより安全性が向上
対象施設：歩道

農道工事に伴う文化財の発掘調査文 化 財 発 見 効 果 ６，３２６
により、文化的価値が明確となる
効果

国土調査が未実施の地域で地籍測地 籍 確 定 効 果 ４１２
量を行うことで付随的に地籍が明
確となる効果

計 ２７１，６９１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農業集落排水資源循環統合補助事業 都道府県名 埼玉県 地区名 東第二

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，５１４，５８６千円

年 効 用 ② １４９，２７１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総便還 元 率 ⑤ ０．０５５９
益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，６７０，３２２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．７６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水質改善による収量の増、品質の改善、労働農業被害軽減 農業被害軽減効果 ６，７４５
時間の節減及び不快農作業の解消効果等

水質改善による用排水路の維持管理作業、不農業用用排水施設 １，３１２
快維持管理作業の軽減保全効果

処理水の下流農地での利用の増加、汚泥の農地域資源有効利用 ６，０２７
地還元による化学肥料の節減効果

トイレの水洗化、台所等の水周り改善による衛生水準向上 住居快適性向上効 １０９，５１３
快適性向上効果等 果

集落周辺水路の水質改善による農村景観の保農村空間快適性向 １３，７２８
全・向上上効果

集落周辺水路の水質改善による悪臭、ハエ等衛生水準向上効果 ２，６３１
の減少

公共用水域の水質改善による景観、環境の改公共用水域水質保全効果 １０，６２０
善

し尿汲み取り費用、処分費用、集排施設維持維持管理費節 維持管理節減効果 －１，３０５
管理費等の増減減効果等

計 １４９，２７１



費用対効果分析に関する説明資料

十四山東部事業名 農業集落排水資源循環統合補助事業 都道府県名 愛知県 地区名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，５１６，６０７千円

年 効 用 ② ３００，３４６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総便還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４３
益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，５３１，２３４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ２．１９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水質改善による収量の増、品質の改善、労働農業被害軽減 農業被害軽減効果 ２３，１８１
時間の節減及び不快農作業の解消効果等

水質改善による用排水路の維持管理作業、不農業用用排水施設 ２，１７２
快維持管理作業の軽減保全効果

処理水の下流農地での利用の増加、汚泥の農地域資源有効利用 ３，７２０
地還元による化学肥料の節減効果

トイレの水洗化、台所等の水周り改善による衛生水準向上 住居快適性向上効 １９８，４４１
快適性向上効果等 果

集落周辺水路の水質改善による農村景観の保農村空間快適性向 ２１，２４５
全・向上上効果

集落周辺水路の水質改善による悪臭、ハエ等衛生水準向上効果 ２０，０３４
の減少

公共用水域の水質改善による景観、環境の改公共用水域水質保全効果 １３，６９６
善

し尿汲み取り費用、処分費用、集排施設維持維持管理費節 維持管理節減効果 １７，８５７
管理費等の増減減効果等

計 ３００，３４６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農業集落排水資源循環統合補助事業 都道府県名 岐阜県 地区名 相 生

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３２６，５６５千円

年 効 用 ② １７６，１７６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③
３，１５１，６２８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ２．３７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水質改善による収量の増、品質の改善、労働時農業被害軽減効 農業被害軽減効 ２，６５４
間の節減及び不快農作業の解消果等 果

水質改善による用排水路の維持管理作業、不快農業用用排水施 ８４
維持管理産業の軽減設保全効果

処理水の下流農地での利用の増加、汚泥の農地地域資源有効利 １０，８８７
還元による化学肥料の節減用効果

トイレの水洗化、台所の水回り改善による快適衛生水準向上効 住居快適性向上 １３７，１５６
性向上果等 効果

集落周辺水路の水質改善による農村景観の保全農村空間快適性 １３，８８５
・向上向上効果

集落周辺水路の水質改善による悪臭・ハエ等の衛生水準向上効 ８，４５６
減少果

公共用水域の水質改善による景観、環境の改善公共用水域水質保全効果 １１，３７４

し尿汲み取り費用、処分費用、集排施設維持管維持管理費節減 維持管理節減効 －８，３２０
理費等の増減効果 果

計 １７６，１７６



費用対効果分析に関する説明資料

上御糸・下御糸事業名 農業集落排水資源循環統合補助事業 都道府県名 三重県 地区名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，００７，８５２千円

年 効 用 ② ４８４，１７７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総便還 元 率 ⑤ ０．０５３６
益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③
９，０３３，１５３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ２．２５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水質改善による収量の増、品質の改善、労働農業被害軽減 農業被害軽減効果 ０
時間の節減及び不快農作業の解消効果等

水質改善による用排水路の維持管理作業、不農業用用排水施設 ３，４１９
快維持管理作業の軽減保全効果

処理水の下流農地での利用の増加、汚泥の農地域資源有効利用 ９，４０１
地還元による化学肥料の節減効果

トイレの水洗化、台所等の水周り改善による衛生水準向上 住居快適性向上効 ３６１，０９６
快適性向上効果等 果

集落周辺水路の水質改善による農村景観の保農村空間快適性向 ４１，１６０
全・向上上効果

集落周辺水路の水質改善による悪臭、ハエ等衛生水準向上効果 １０，４５７
の減少

公共用水域の水質改善による景観、環境の改公共用水域水質保全効果 ３２，３７０
善

し尿汲み取り費用、処分費用、集排施設維持維持管理費節 維持管理節減効果 ２６，２７４
管理費等の増減減効果等

計 ４８４，１７７



費用対効果分析に関する説明資料

水沢東部事業名 農業集落排水資源循環統合補助事業 都道府県名 三重県 地区名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４６２，６５４千円

年 効 用 ② １０８，５６３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総便益還 元 率 ⑤ ０．０５５９
を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③
１，９４２，０９３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水質改善による収量の増、品質の改善、労働農業被害軽減 農業被害軽減効果
時間の節減及び不快農作業の解消効果等 １，９４０

水質改善による用排水路の維持管理作業、不農業用用排水施設
快維持管理作業の軽減保全効果 ６６７

処理水の下流農地での利用の増加、汚泥の農地域資源有効利用
地還元による化学肥料の節減効果 １，８８８

トイレの水洗化、台所等の水周り改善による衛生水準向上 住居快適性向上効
快適性向上効果等 果 ７３，７８７

集落周辺水路の水質改善による農村景観の保農村空間快適性向
全・向上上効果 １１，５１５

集落周辺水路の水質改善による悪臭、ハエ等衛生水準向上効果
の減少３，５７９

公共用水域の水質改善による景観、環境の改公共用水域水質保全効果
善８，７６０

し尿汲み取り費用、処分費用、集排施設維持維持管理費節 維持管理節減効果
管理費等の増減減効果等 ６，４２７

計 １０８，５６３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農業集落排水資源循環統合補助事業 都道府県名 岡山県 地区名 梶並２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，９９２，９７４千円

年 効 用 ② １９１，３４７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総便還 元 率 ⑤ ０．０５４３
益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，５２３，８８６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．７７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水質改善による収量の増、品質の改善、労働農業被害軽減 農業被害軽減効果 １０，３８８
時間の節減及び不快農作業の解消効果等

水質改善による用排水路の維持管理作業、不農業用用排水施設 １，５０１
快維持管理作業の軽減保全効果

処理水の下流農地での利用の増加、汚泥の農地域資源有効利用 １１，１１５
地還元による化学肥料の節減効果

トイレの水洗化、台所等の水周り改善による衛生水準向上 住居快適性向上効 １０４，２３９
快適性向上効果等 果

集落周辺水路の水質改善による農村景観の保農村空間快適性向 １１，６１８
全・向上上効果

集落周辺水路の水質改善による悪臭、ハエ等衛生水準向上効果 ４８，９１９
の減少

公共用水域の水質改善による景観、環境の改公共用水域水質保全効果 ９，８４２
善

し尿汲み取り費用、処分費用、集排施設維持維持管理費節 維持管理節減効果 ―６，２７５
管理費等の増減減効果等

計 １９１，３４７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 沖縄県 地区名 大城農業集落排水資源循環統合補助事業

１．総費用総便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 1,723,172 千円

年 効 用 ② 189,028 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総便還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１１
益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 3,699,178 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 2.14

２．年効果額の総括

項 目 年効果額 効果の要因

労働時間の節減・不快農作業の解消農業被害軽減 農業被害軽減効果 241 千円
効果等

水質改善による用排水路の維持管理作業農業用用排水施設 515 千円
の軽減、不快維持管理作業の軽減保全効果

処理水の下流農地での利用の増加、汚泥地域資源有効利用 92,063 千円
の農地還元による化学肥料の節減効果

トイレの水洗化、台所等の水周り改善に衛生水準向上 住居快適性向上効 80,851 千円
よる快適性向上効果等 果

集落周辺水路の水質改善による農村景観農村空間快適性向 5,902 千円
の保全・向上上効果

集落周辺水路の水質改善による悪臭、ハ衛生水準向上効果 4,104 千円
エ等の減少

公共用水域の水質改善による景観、環境公共用水域水質保全効果 4,512千円
の改善

し尿汲み取り費用・処分費用・集排施設維持管理費節 維持管理節減効果 840 千円
維持管理費等の増減減効果等

計 189,028 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農村振興総合整備事業 都道府県名 福岡県 地区名 柳川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３３７，７００千円

年 効 用 ② ８３，２０４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，５６６，９３０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

機能維持のための維持管理費の節減営農経費の節減 維持管理費節減効果 ５２
対象施設：農業用用排水施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ３，５３９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農業用用排水施設の維持

クリークの護岸整備による法面崩壊施設更新による 災害防止効果 ５２，６９０
に伴う災害の未然防止災害防止
対象施設：農業用用排水施設

クリークの護岸整備により防火用水地域の生活環境 地域用水効果 １６，１６０
として十分利用可能となることによの保全・向上
る防火水槽設置費用の節減

対象施設：農業用用排水施設

クリークの護岸整備において環境に水辺環境整備効果 １０，７６３
配慮した工法採用による水辺環境の

保全

対象施設：農業用用排水施設

計 ８３，２０４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 ため池等整備事業（一般） 都道府県名 長野県 地区名 埴科(5期)

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，１２０，０００千円

年 効 用 ② １５５，３２１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ８０，６８０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６８６

便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，１８３，４６２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

施設更新による 更 新 効 果 ２０，９３２

従前の農業生産

の維持

排水施設の改修により湛水被害等の施設更新による 災 害 防 止 効 果 １３４，３８９

発生を防止災害防止

対象：農地、農業用施設、農作物他

計 １５５，３２１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 ため池等整備事業（一般） 都道府県名 長野県 地区名 安茂里(2期)

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２８１，０００千円

年 効 用 ② ８７，５６５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ５０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０３

便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，４５２，１５５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

点検作業の軽減営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２，６２５

用水施設の改修により湛水被害等の施設更新による 災 害 防 止 効 果 ８４，９４０

発生を防止災害防止

対象：農地、農業用施設、農作物他

計 ８７，５６５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 兵庫県 地区名 蓼川堰ため池等整備事業（農業用河川工作物応急対策）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，３０２，０００千円

年 効 用 ② ２２５，８１８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９９

便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４，５２５，４１１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ３．４７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２６５

井堰の改修により、河川堤防決壊等施設更新による 災 害 防 止 効 果 ２２５，５５３

の災害発生防止災害防止

対象施設：農作物、人家、公共施設

計 ２２５，８１８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 福岡県 地区名 長三郎ため池等整備事業 農業用河川工作物応急対策（ ）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，１６９，４９０千円

年 効 用 ② ６７，５８６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９ 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，３２５，２１６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

井堰の改修により施設の維持管理費

が節減される効果営農経費の節減 維持管理費節減効果 ６７
対象施設：井堰

井堰の改修により河川堤体決壊等の

災害発生を防止施設更新による 災害防止効果 ６７，５１９
対象施設：農作物、公共施設、人家災害防止
等

計 ６７，５８６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 長崎県 地区名 雲仙ため池等整備事業（農業用河川工作物応急対策）

（ ）ｸﾞﾘｰﾝﾛｰﾄﾞ 一期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

６，４３０，０００千円総 事 業 費 ①

５０４，７２９千円年 効 用 ②

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ６０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４５１
便益を算定するための係数建設利息率）

１１，１９１，３３０千円総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．７４

２．効用の総括

項 目 効果額（千円） 効果の内容

耐震工事により、地震時の落橋によ施設更新による 災害防止効果 ５０４，７２９
る農作物、公共施設への災害を防止災害防止
対象施設：農作物、家屋、公共施設

等

計 ５０４，７２９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農地防災事業（湛水防除事業） 都道府県名 静岡県 地区名 毘沙門２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，５２０，０００千円

年 効 用 ② ４１５，１５８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６４８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６，４０６，７５９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① ２．５４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

ポンプの更新による維持管理費の節減

対象施設：排水機場営農経費の節減 維持管理費節減効果 △１，１５４

湛水被害の減少による災害復旧費の減少施設整備による
対象施設：水稲、イチゴ、トマト、農災害防止 災 害 防 止 効 果 ４１６，３１２

地、農業用施設ほか

計 ４１５，１５８



費用対効果分析に関する説明資料

岐阜県 柳瀬事業名 農地防災事業（湛水防除事業） 都道府県名 地区名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２６０，０００千円

年 効 用 ② １０２，３３７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，６９１，５２１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水機場の改修により施設の維持管理
営農経費の節減 維持管理費節減効果

費が節減される効果△１，０８７
対象施設：排水機場

老朽化した施設の更新により従前の機施設更新による
能が継続して発現される効果従前の農業生産 更 新 効 果 ４１，５９３
対象施設：排水機場の維持

排水機場改修による作物および施設の施設更新による
被害防止災害防止 災 害 防 止 効 果 ６１，８３１
対象：水稲、ほうれん草、農業用施設

等

計 １０２，３３７



費用対効果分析に関する説明資料

愛知県 新堀川（１期）事業名 農地防災事業（湛水防除事業） 都道府県名 地区名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，８３５，０００千円

年 効 用 ② ３４３，４２９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ６７，６００千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６４０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，２９８，４７８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．８６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水機場の改修により施設の維持管
営農経費の節減 維持管理費節減効果

理費が節減される効果△３，３６１
対象施設：排水機場

老朽化した施設の更新により従前の施設更新による
機能が継続して発現される効果従前の農業生産 ７５，４４０更 新 効 果

対象施設：排水機場の維持

排水機場の改修により作物および施施設更新による
設の湛水被害を防止する効果災害防止 ２７１，３５０

災 害 防 止 効 果

対象：水稲、イチゴ、農業用施設等

計 ３４３，４２９



費用対効果分析に関する説明資料

三重県 源緑輪中事業名 農地防災事業（湛水防除事業） 都道府県名 地区名

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０３３，２００千円

年 効 用 ② ７３，４２０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １，５００千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６５０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１２８，０３８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水機場の改修により施設の維持管
営農経費の節減 維持管理費節減効果

理費が節減される効果１，５９５
対象施設：排水機場

老朽化した施設の更新により従前の施設更新による
機能が継続して発現される効果従前の農業生産 ２５，０１４更 新 効 果
対象施設：排水機場の維持

排水機場の改修により作物および施施設更新による
災 害 防 止 効 果

設の被害を防止する効果災害防止 ４６，８１１
対象：水稲、トマト、農業用施設等

計 ７３，４２０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農地防災事業（湛水防除事業） 都道府県名 福岡県 地区名 大坪

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，３９５，０００千円

年 効 用 ② １７２，１８６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １９４，４４３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６４２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，４８７，５８２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水機場および排水路の改修により営農経費の節減 維持管理費節減効果
施設の維持管理費が節減される効果１，１２８
対象施設：排水機場、排水路

老朽化した施設の更新により従前の施設更新による 更新効果
機能が継続して発現される効果従前の農業生産 ８１，４０５
対象施設：排水機場、排水路等の維持

排水機場および排水路の改修による施設更新による 災害防止効果
作物および施設の被害防止災害防止 ８９，６５３
対象施設：農作物・農業施設等

計 １７２，１８６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農地防災事業（湛水防除事業） 都道府県名 福岡県 地区名 城島中部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，２６３，８００千円

年 効 用 ② １６１，４５５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７３，９７５千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，５９９，１２１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

クリークの護岸整備に伴う施設の維営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３，６９９
持管理費の節減

対称施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ８，０７０
施設の機能の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

クリークの護岸整備による、法面崩施設更新による 災害防止効果 １４９，６８６
壊等の災害発生の防止及び湛水被害災害防止
防止に伴う作物被害の防止

対象施設：農作物・農業施設等

計 １６１，４５５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農地防災事業 湛水防除事業 都道府県名 福岡県 地区名 筑後西部前期（ ）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２９９，９００千円

年 効 用 ② １０１，５７６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ４０，９３０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，６４０，７９２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

クリークの護岸整備に伴う施設の維営農経費の節減 維持管理費節減効果 １，４１２
持管理費の節減

対称施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ３，６５３
施設の機能の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

クリークの護岸整備による、法面崩施設更新による 災害防止効果 ９６，５１１
壊等の災害発生の防止及び湛水被害災害防止
防止に伴う作物被害の防止

対象施設：農作物・農業施設等

計 １０１，５７６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農地防災事業（湛水防除事業） 都道府県名 福岡県 地区名 高田南部開

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，７２２，６５０千円

年 効 用 ② １９９，４７２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １３０，２５３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，１７２，２６４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

クリークの護岸整備に伴う施設の維営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３，７９３
持管理費の節減

対称施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １９，９１８
施設の機能の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

クリークの護岸整備による、法面崩施設更新による 災害防止効果 １７５，７６１
壊等の災害発生の防止及び湛水被害災害防止
防止に伴う作物被害の防止

対象施設：農作物・農業施設等

計 １９９，４７２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農地防災事業（湛水防除事業） 都道府県名 福岡県 地区名 大和北部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，５４１，４００千円

年 効 用 ② １１９，１８７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １８，８８６千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９５４，４０９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

クリークの護岸整備に伴う施設の維営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２，２０２
持管理費の節減

対称施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 ５，４４４
施設の機能の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

クリークの護岸整備による、法面崩施設更新による 災害防止効果 １１１，５４１
壊等の災害発生の防止及び湛水被害災害防止
防止に伴う作物被害の防止

対象施設：農作物・農業施設等

計 １１９，１８７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 宮崎県 地区名 下野田原２期農地防災事業（農地保全整備事業）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４１３，０００千円

年 効 用 ② １０３，６８２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８４８，１６３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．３０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農業用排水施設の新設，改修に伴い農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２２，７１４
排水不良に起因する被害を防止するの増加
ことにより単収増

対象作物：かぼちゃ、葉たばこ

さといも、きゅうり等

農業用排水施設の新設，改修に伴う営農経費の節減 維持管理費節減効果 ５，９６３
施設の維持管理費の節減

対象施設：農業用排水施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２２，５５８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：農業用排水施設の維持

農業用排水施設の新設，改修に伴い施設更新による 災 害 防 止 効 果 ５２，４４７
農用地，農業用施設の被害を防止災害防止

計 １０３，６８２



費用対効果分析に関する説明資料

農地防災事業 岐阜県 羽島（３期）事業名 都道府県名 地区名
（国営附帯県営農地防災事業）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 23,946,000 千円

年 効 用 ② 1,620,749 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 251,392 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 40 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0647
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 24,798,824 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.04

２．年効用の総括

効果の内容項 目 年効果額

用水路の整備により農作物生産量が
作 物 生 産 効 果 136,921 千円

増減する効果
農業生産向上効果

対象作物：水稲、大豆、さといも等

用水路の整備により農作物の品質が
品 質 向 上 効 果 21,492 千円

向上する効果 対象作物：水稲

用水路の整備により営農経費が増減
営農経費節減効果 277,811 千円

する効果 対象作物：水稲
農業経営向上効果

用水路等の整備により施設の維持管維持管理費節減効果 232,349 千円
理費の増減する効果

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による従
機能が継続して発現される効果前の農業生産の維 更 新 効 果 952,176 千円
対象施設：用水路持

計 1,620,749 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農地防災事業 都道府県名 福島 地区名 西郷南部
（農村地域環境保全整備事業）

１．費用便益比の算定

区分 算定式 数値 備考

総 事 業 費 ① 1,226,000 千円

年 効 用 ② 152,344 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ － 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 31 年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ 0.0591
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 2,577,733 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 2.10

２．年効用の総括

効果項目 年効果額 効果の内容

既存の農業用施設を改修することに営農経費の節減 維持管理費節減効果 2,163 千円
伴う維持管理費の節減

対象施設：用排水路、ため池

既存の農業用施設を改修することに生産基盤の保全 災害防止効果 150,232 千円
より、農地・農作物・家屋・公共用

施設等への被害を防止または軽減

対象施設：用排水路、ため池

千円

千円

千円

計 152,344 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地すべり対策事業 都道府県名 北海道 地区名 第２幌新

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

幌新（S60-H5） 地すべり事業、総 事 業 費 ① 千円
幌新第２（S62-H8）地すべり事業、２，２６９，２４０
幌新第３（S63-H17）地すべり事業含む

被害軽減評価額 ② 千円
２，７３１，８０５

費 用 便 益 比 ③＝②÷① １．２０

２．被害軽減評価額の内訳

被 害 項 目 評価額（千円） 被害軽減の内容

防止施設の設置により、地すべり災農業用施設 ２，６６１，６５７
害発生を防止

対象施設等：農業用ダム

防止施設の設置により、地すべり災農作物 ７０，１４８
害発生を防止

対象作物：水稲

計 ２，７３１，８０５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地すべり対策事業 都道府県名 北海道 地区名 第２稲里中央

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

稲里（S63-H17） 地すべり事業、総 事 業 費 ① 千円
稲里北（H1-H17） 地すべり事業、３，４３３，３１３
稲里中央（H7-H17）地すべり事業含む

被害軽減評価額 ② 千円
３，７７８，８５３

費 用 便 益 比 ③＝②÷① １．１０

２．被害軽減評価額の内訳

被 害 項 目 評価額（千円） 被害軽減の内容

防止施設の設置により、地すべり災農地 １５９，３５４
害発生を防止
対象施設等：畑、水田

防止施設の設置により、地すべり災農業用施設 ２２８，３５１
害発生を防止
対象施設：農道、頭首工、用排水路

防止施設の設置により、地すべり災農作物 ６３，９４４
害発生を防止

対象作物：水稲、牧草

防止施設の設定により、地すべり災一般公共施設等 ３，３２７，２０４
害発生を防止
対象施設：町道（橋梁含む）、

河川、山林

計 ３，７７８，８５３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地すべり対策事業 都道府県名 新潟県 地区名 松之山第一

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

水梨地区( ～ 、 ～ )、水総 事 業 費 ① 千円 S34 S44 S53 H14
梨三期地区( ～ )、松ノ山越地区２，８６２，２５８ H15 H19
S39 S45 S50 H10 S47( ～ ～ ) 離山地区、 、 （

～ ） 地すべり事業含むH1

被害軽減評価額 ② 千円
１０，１２２，４６２

費 用 便 益 比 ③＝②÷① ３．５３

２．被害軽減評価額の内訳

被 害 項 目 評価額（千円） 被害軽減の内容

防止施設の設置により、地すべり災農地 ５，３３６，６０４
害発生を防止
対象施設等：畑、水田

防止施設の設置により、地すべり災農業用施設 ７５０，７４６
害発生を防止
対象施設：農道、ため池、用排水路

防止施設の設置により、地すべり災農作物 ２２６，０８０
害発生を防止

対象作物：水稲、そ菜

防止施設の設定により、地すべり災一般公共施設等 ３，８０９，０３２
害発生を防止
対象施設：宅地、住宅、山林、市道

計 １０，１２２，４６２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地すべり対策事業 都道府県名 新潟県 地区名 松代第三

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

小池地区( ～ )、松代第二地区総 事 業 費 ① 千円 H4 H11
( ～ )、寺田地区( ～ )、１，７１７，６９５ H12 H19 S33 S40
大山地区( ～ ) 地すべり事業含S55 S63
む

被害軽減評価額 ② 千円
５，８４６，４６８

費 用 便 益 比 ③＝②÷① ３．４０

２．被害軽減評価額の内訳

被 害 項 目 評価額（千円） 被害軽減の内容

防止施設の設置により、地すべり災農地 ３，９９９，９９６
害発生を防止
対象施設等：畑、水田

防止施設の設置により、地すべり災農業用施設 １６０，６９０
害発生を防止
対象施設：農道、ため池、用排水路

防止施設の設置により、地すべり災農作物 １６６，５５７
害発生を防止

対象作物：水稲、そ菜

防止施設の設定により、地すべり災一般公共施設等 １，５１９，２２５
害発生を防止
対象施設：宅地、住宅、山林、市道

計 ５，８４６，４６８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地すべり対策事業 都道府県名 新潟県 地区名 安塚第三

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円
安塚第一( ) 地すべり事業含む２，８５１，７４８ S56-H19

被害軽減評価額 ② 千円
７，２１８，５２５

費 用 便 益 比 ③＝②÷① ２．５３

２．被害軽減評価額の内訳

被 害 項 目 評価額（千円） 被害軽減の内容

防止施設の設置により、地すべり災農地 ６，４５９，８０４
害発生を防止
対象施設等：畑、水田

防止施設の設置により、地すべり災農業用施設 ５８７，４５２
害発生を防止
対象施設：農道、ため池、用排水路

防止施設の設置により、地すべり災農作物 １３３，２５９
害発生を防止

対象作物：水稲、そ菜

防止施設の設定により、地すべり災一般公共施設等 ３８，０１０
害発生を防止
対象施設：宅地

計 ７，２１８，５２５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地すべり対策事業 都道府県名 新潟県 地区名 浦川原二期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円
浦川原( ) 地すべり事業含む１，５９５，８７０ H4-H19

被害軽減評価額 ② 千円
６，２４６，８２３

費 用 便 益 比 ③＝②÷① ３．９１

２．被害軽減評価額の内訳

被 害 項 目 評価額（千円） 被害軽減の内容

防止施設の設置により、地すべり災農地 ５，７８９，０４３
害発生を防止
対象施設等：畑、水田

防止施設の設置により、地すべり災農業用施設 ２１８，７１７
害発生を防止
対象施設：農道、ため池、用排水路

防止施設の設置により、地すべり災農作物 １７６，０６３
害発生を防止

対象作物：水稲、そ菜

防止施設の設定により、地すべり災一般公共施設等 ６３，０００
害発生を防止
対象施設：宅地

計 ６、２４６，８２３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地すべり対策事業 都道府県名 新潟県 地区名 赤泊

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円
佐渡地区( ) 地すべり事業含む２，１３７，４０２ H9-H16

被害軽減評価額 ② 千円
４，３０６，７６２

費 用 便 益 比 ③＝②÷① ２．０１

２．被害軽減評価額の内訳

被 害 項 目 評価額（千円） 被害軽減の内容

防止施設の設置により、地すべり災農地 ２，４２５，０９７
害発生を防止
対象施設等：畑、水田

防止施設の設置により、地すべり災農業用施設 ４２５，１１９
害発生を防止
対象施設：農道、ため池、用排水路

防止施設の設置により、地すべり災農作物 １４５，０４７
害発生を防止

対象作物：水稲、柿、大豆

防止施設の設定により、地すべり災一般公共施設等 １，３１１，４９９
害発生を防止
対象施設：人家、宅地、村道、山林

計 ４，３０６，７６２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地すべり対策事業 都道府県名 福井県 地区名 鎌倉３期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円
鎌倉２期(H15-H19) 地すべり事業含む１，０６０，５００

被害軽減評価額 ② 千円
１，１２４，５４３

費 用 便 益 比 ③＝②÷① １．０６

２．被害軽減評価額の内訳

被 害 項 目 評価額（千円） 被害軽減の内容

防止施設の設置により、地すべり災農地 ２４１，８５０
害発生を防止
対象施設等：畑、水田

防止施設の設置により、地すべり災農業用施設 １８６，２３３
害発生を防止
対象施設：農道、ため池、用排水路

防止施設の設置により、地すべり災農作物 ３０，７２０
害発生を防止

対象作物：水稲

防止施設の設定により、地すべり災農業用納屋 １０５，０００
害発生を防止
対象施設：農業用納屋

防止施設の設定により、地すべり災一般公共施設等 ５６０，７４０
害発生を防止

対象施設：人家、公共建物、県道、

町道、上・下水道

計 １，１２４，５４３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地すべり対策事業 都道府県名 大分県 地区名 坂ノ下第２

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

坂ノ下（H16-H20）地すべり事業、総 事 業 費 ① 千円
坂ノ下第３（予定）地すべり事業含む１，０５０，０００

被害軽減評価額 ② 千円
１，４６１，４４０

費 用 便 益 比 ③＝②÷① １．３９

２．被害軽減評価額の内訳

被 害 項 目 評価額（千円） 被害軽減の内容

防止施設の設置により、地すべり災農地 ２５０，２３６
害発生を防止

対象施設等：水田、畑

防止施設の設置により、地すべり災農業用施設 １０９，１６６
害発生を防止

対象施設：農道、用水路

防止施設の設置により、地すべり災農作物 ７，８６９
害発生を防止

対象作物：米、葉わさび

防止施設の設置により、地すべり災一般公共施設 ３３３，０５６
害発生を防止

対象施設：上水道、村道、里道

防止施設の設置により、地すべり災家屋等 ６９２，０１９
害発生を防止

対象施設：家屋、倉庫

防止施設の設置により、地すべり災その他 ６９，０９４
害発生を防止

対象施設：林地

計 １，４６１，４４０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 地すべり対策事業 都道府県名 沖縄県 地区名 真謝２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

真謝（H12-H19）地すべり事業、総 事 業 費 ① 千円
真謝3期（予定）地すべり事業含む１，２４４，６８７

被害軽減評価額 ② 千円
２，１６２，１８０

費 用 便 益 比 ③＝②÷① １．７３

２．被害軽減評価額の内訳

被 害 項 目 評価額（千円） 被害軽減の内容

防止施設の設置により、地すべり災農地 ６１，５４３
害発生を防止

対象施設等：畑

防止施設の設置により、地すべり災農作物 ８，０７７
害発生を防止

対象作物：サトウキビ

防止施設の設置により、地すべり災農業用施設 ２，０９２，５６０
害発生を防止

対象施設等：農道、ため池

計 ２，１６２，１８０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 海岸保全施設整備(高潮対策） 都道府県名 福島 地区名 村上

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円 現在価値化事業費＋維持管3,213,394
理費

便 益 １ ② 千円 浸水防護便益（ ） 4,309,699

便 益 ２ ③ 千円 侵食防護便益（ ） 15,141,366
＋海岸利用便益

総 便 益 ④＝②＋③ 千円19,532,065

6.07費 用 便 益 比 ⑤＝④÷①

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

海岸保全施設の整備により、海岸災害

発生を防止農 業 関 係 千円154,393
対象：農作物、農地、農家屋等

一般資産防止効果
海岸保全施設の整備により、海岸災害

発生を防止農業関係以外 0
対象：家屋、家財、事務所等

海岸保全施設の整備により、海岸災害

発生を防止農 業 関 係 千円57,488
対象：排水機場

公共土木施設防護
海岸保全施設の整備により、海岸災害効果
発生を防止農業関係以外 千円3,444
対象：道路、公共施設等

計



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 ヤマウス

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，９２０，６０３千円

年 効 用 ② １２６，１０９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６３２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９９５，３９５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 ３５，４６１ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

農業経営向上効 営農経費節減効果 ７９，９３１ 草地及び農道の整備による労
果 走行経費節減効果 働時間の短縮や機械経費の節

減
対象作物：牧草

維持管理費等節 維持管理費節減効果 ２，６２２ 農道及び雑用水施設整備によ
減効果 る維持管理費の減

対象施設:農道、雑用水施設

畜産環境の保全 畜産環境整備効果 ４，２０４ 畜排せつ物処理施設等の整備
・向上 による畜産環境の改善及び有

機質たい肥等の活用

施設更新による 更新効果 ３，８９１ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：農道

計 １２６，１０９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 はまなす第２

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，２２１，５００千円

年 効 用 ② ２５８，９２７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６７７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，８２４，６２３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 １３７，５００ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

農業経営向上効 営農経費節減効果 １０８，１８８ 草地及び農道の整備による労
果 働時間の短縮や機械経費の節

減
対象作物：牧草

畜産環境の保全 畜産環境整備効果 １１，７９２ 家畜排せつ物処理施設等の整
・向上 備による畜産環境の改善及び

有機質たい肥等の活用

維持管理費節減 維持管理費節減効果 １１９ 雑用水及び農道の整備に伴う
効果 維持管理費の減

対象施設：農道、雑用水施設

施設更新による 更新効果 １，３２８ 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：農道

計 ２５８，９２７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 上士幌西

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４７７，３５０千円

年 効 用 ② ８６，７１３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，６６１，１６８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 ５６，７６１ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

農業経営向上効 営農経費節減効果 ２６，００３ 草地の整備による労働時間の
果 短縮や機械経費の節減

対象作物：牧草

畜産環境の保全 畜産環境整備効果 ３，９４９ 家畜排せつ物処理施設等の整
・向上 備による畜産環境の改善及び

有機質たい肥等の活用

計 ８６，７１３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 東宗谷

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，０９８，９５０千円

年 効 用 ② １９６，７３９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０９２２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，１３３，８２８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 １９６，７３９ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

計 １９６，７３９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 上湧別

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４７１，０５０千円

年 効 用 ② １９８，８９２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．１０９４

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８１８，０２５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 １９８，８９２ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

計 １９８，８９２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 北海道 地区名 虹別

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，５８８，６５０千円

年 効 用 ② １９６，７２９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．１０９４

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，７９８，２５４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜 産 物 生 産 効 果 １９６，７２９ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

計 １９６，７２９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 岩手県 地区名 二戸広域第２

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，９４３，０００千円

年 効 用 ② ２６０，８８４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．１２６４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，０６３，９５５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ２２９，７２２ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

農業経営向上効 営農経費節減効果 １，２６９ 草地の整備等による労働時間
果 の短縮や機械経費の節減

対象作物：牧草

畜産環境の保全 畜産環境整備効果 ２９，８９３ 家畜排せつ物処理施設等の整
・向上 備による畜産環境の改善及び

有機質たい肥等の活用

計 ２６０，８８４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 宮城県 地区名 とめ

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，２７１，０８２千円

年 効 用 ② ３６４，７２６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０９５７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，８１１，１３８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．６７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 ２９１，５１１ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

農業経営向上効 営農経費節減効果 ３６，２４１ 草地の整備等による労働時間
果 の短縮や機械経費の節減

対象作物：牧草

畜産環境の保全 畜産環境整備効果 ３６，９７４ 家畜排せつ物処理施設等の整
・向上 備による畜産環境の改善及び

有機質たい肥等の活用

計 ３６４，７２６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 岐阜県 地区名 飛騨高山

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，８３７，５００千円

年 効 用 ② ２３８，５６４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤
便益を算定するための係数建設利息率） ０．０８１８

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，９１６，４３０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農業生産性維持 畜産物生産効果 ２３８，６０７ 草地の整備等による牧草収量
向上 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

計 ２３８，６０７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 宇城上益城

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４６４，８２０千円

年 効 用 ② １２５，７９１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０７３７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，７０６，７９８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 １２５，７９１ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

計 １２５，７９１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 大分県 地区名 大分西部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，５７０，８００千円

年 効 用 ② １７９，０７３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０７４９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，３９０，８２８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 １７９，０７３ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

計 １７９，０７３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 宮崎県 地区名 西都・児湯

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，１３３，５００千円

年 効 用 ② １１９，６３２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６５２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８３４，８４６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．６１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 １１９，６３２ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数（生産乳量）の増加
対象家畜：肉用牛、乳用牛

計 １１９，６３２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 大隅

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，９２０，９２８千円

年 効 用 ② １８２，３３２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０９３７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９４５，９１２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 １８２，３３２ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数の増加
対象家畜：肉用牛

計 １８２，３３２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 奄美第５

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２５２，０３７千円

年 効 用 ② １２６，７３０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６３９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，９８３，２５５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 畜産物生産効果 １２６，７３０ 草地の整備等による牧草収量
の増加 の増加に伴う飼養頭数及び販

売頭数の増加
対象家畜：肉用牛

計 １２６，７３０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 草地畜産基盤整備事業 都道府県名 沖縄県 地区名 北部第二

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６７９，３０２千円

年 効 用 ② ２０２，７５２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０７６１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，６６４，２８３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農産物の生産量 畜産物生産効果 １３６，２８４ 草地・飼料畑の整備等による
の増加 牧草等収量の増加に伴う飼養

（ ）頭数及び販売頭数 生産乳量
の増加
対象家畜:乳用牛、肉用牛、豚

畜産環境の保全 畜産環境整備効果 ６６，４６８ 家畜排せつ物処理施設等の整
・向上 備による畜産環境の改善及び

有機質たい肥等の活用

計 ２０２，７５２


